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概 要 
最終更新日 平成26年9月8日 

プログラム

（又は施策）

名 

未来開拓研究プロジェクト  

プロジェク

ト名 

超低消費電力型光エレクトロニクス実

装システム技術開発 
プロジェクト番号 P13004 

担当推進部/

担当者 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷 司、波佐 昭則（平成26年9月現在） 

電子・材料・ナノテクノロジー部/井谷 司、松岡 隆一（平成25年4月～平成26年8月） 

０．事業の概

要 

クラウドコンピューティングの進展によりデータセンタなどにおける情報処理量や通信トラフ

ィックが指数関数的に増大しており、データセンタ内の情報処理機器（サーバ、ルータ等）に

おいては、情報処理の高速化の進展に伴い、ボード間、ボード内のチップ間の電気配線の損失

が飛躍的に増加し、性能向上の大きなボトルネックになるとともに消費電力増大の大きな要因

になりつつある。本プロジェクトでは、前記課題を解決する革新的技術として、電気配線を用

いるより省電力で高速データ通信が可能な光配線を用い、高速・大容量処理が必要な情報機器

の大幅な省電力化を実現するための光電子融合システムの構成要素技術を確立する。 

Ⅰ．事業の位

置 付

け・必要

性 に つ

いて 

光電子融合システム技術の開発により、データセンタ等における情報処理量・通信量の増加と

それに伴う国内消費電力の増加に対応する。また、光半導体分野における我が国の競争優位を

維持するとともに、光電子融合システムによる新たなコンピューティング市場において競争力

を獲得し、半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサーバ、ルータ等の情報通信

機器産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化に資する。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                              

 

事業の目

標 

超小型の光素子、電子機器の電気配線を光化する光配線技術を開発し、電気配線によるボード

間、集積回路チップ間のデータ通信を光通信化する光エレクトロニクス実装システム技術を開

発する。具体的には、平成29年度までに光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路

基板、および、それぞれの要素技術を組み込んだデバイスの集積化技術を開発することにより、

電気配線の 1/10の低消費電力化・高速化（1mW/Gbps）を達成する目処を得るとともに、1/100

以下の小形化実現のための要素技術を確立し、光電子融合サーバボード実現のための目処を得

る。また、機器間光インターフェースにおいて、100Gbps/chの高速伝送及び現状の光トランシ

ーバモジュールの消費電力（300W程度）を1/5～1/10まで低減できる低消費電力化技術を実現

する。 

事業の計

画内容 

主な実施事項 Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy 
 

①光エレクトロニクス 

実装基盤技術        

(i)実装基盤技術        

(a)光エレクトロニ 

クス実装技術    
 

   

(b)光エレクトロニ 

クス集積デバイ 

ス技術 
       

(c)光エレクトロニ 

クスインターフ 

ェース技術 
       

(d)光エレクトロニ 

クス回路設計技 

術 
       

(ii)革新的デバイス 

技術        
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②光エレクトロニクス 

実装システム化技術   
 

    

(i)システム化技術 
       

(a)サーバーボード 

のシステム化技 

術開発 
  

 
    

(b)ボード間接続機 

器、筐体間接続 

機器のシステム 

化技術開発 

           

(c)データセンタ間 

接続機器のシス 

テム化技術開発 
       

(d)企業間ネットワ 

ーク接続機器の

システム化技術

開発 

       

(ii)国際標準化 
       

開発予算 

（会計・勘

定別に事

業費の実

績額を記

載）（単

位：百万

円） 

 
契約種類 
：○をつけ
る 
(委託（○） 

助成（ ） 

共同研究

(負担率  

（ ） 

会計・勘定 Ｈ24fy Ｈ25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― ― 

特別会計（需給） 
2,800 

（実績） 

2,375 

（実績） 

2,778 

（予定） 
    

開発成果促進財源 ― 
78 

（実績） 

222 

（実績） 
    

総予算額 

2,800 

（実績） 
【経済産

業省執行】 

2,453

（実績） 

2,999

（予定） 
    

開発体制 

経産省担当原課 商務情報政策局 情報通信機器課 

プロジェクトリーダー 東京大学教授 荒川 泰彦 

委託先（＊委託先が管理

法人の場合は参加企業

数及び参加企業名も記

載） 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所 

（参加企業7社（NTTエレクトロニクス（株）、沖電気工業（株）、（株）東芝、

日本電気（株）、日本電信電話（株）、富士通（株）、古河電工（株））、産

業技術総合研究所、光産業技術振興協会） 

再委託（京都大学、東京工業大学、東京大学、横浜国立大学、早稲田大学） 

情勢変化

への対応 

世界的なシリコンフォトニクス技術への注目の高まりと競争激化への対応として、大規模光回路技術開発

と省電力化技術を前倒しで着手した。また、データセンタ間接続機器システム技術について、技術の実用

化トレンドの加速に対応し、現状成果の一部を活用した先行事業化を実施するとともに、トレンド変化に

対応する目標に開発計画を変更。 

中間評価

結果への

対応 

― 

  
評価に関

する事項 
事前評価 

平成 23 年度 産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会（7 月）、総合科学技術

会議の評価専門調査会（12月）  担当：経済産業省 
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中間評価 平成26年度 中間評価実施予定 担当部 電子・材料・ナノテクノロジー部 

事後評価 平成29年度 評価実施予定 

Ⅲ．研究開発

成 果 に

ついて 

研究開発項目ごとの成果と平成 26 年度末までの成果目標を以下にまとめる。（未達の場合は、達成の課題

と方針を記載） 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

（i）実装基盤技術 

（a）光エレクトロニクス実装技術 

・小型の高速、低消費電力光トランシーバと数十mm角のポリマー光配線を形成した光電子ハイブリッ 

ド回路基板を開発し、光入出力を持つLSIを実現するための基盤技術を確立する。 

（b）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

・光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤要素技術を確立 

 する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を確立する。 

（c）光エレクトロニクスインターフェース技術 

・100Gbps動作に対応するDSP-LSIと集積光送受信デバイスの試作を行い、基本性能評価と問題点の抽 

出を行う。 

（d）光エレクトロニクス回路設計技術 

・マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構成を構築し、統合 

設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス設計の基盤技術として、光変調 

器等の開発に適用可能な電子・光連携TCADの基本構造を確立する。 

（ii）革新的デバイス技術 

・シリコン導波路結合型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。 

・受光器における暗電流抑制効果を実証する。 

・超小型光変調器技術として、新原理に基づく10Gbps程度の光変調動作を可能とする。 

・3次元光配線技術として、層間方向への光伝搬機能が可能であることを実証する。 

・ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光増幅器が並ぶ 

アレイデバイスを実現する。 

・導波路クロスバー型超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、基本的な 

論理動作を実現する。 

研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

（i）システム化技術 

（a）サーバボードのシステム化技術開発 

・サーバボード実現に向けた光インターコネクションに要求される伝送スペック、および、光電子イ 

ンターポーザの回路冷却に関する基本要件を明らかにする。 

・光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ実装基盤からなるハイブリッド型光インター 

フェース付SSDを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続を検証する。 

（b）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

・小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（AOC）を完成させ、筐体間接続における実用 

性を実証する。 

・光トランシーバとロジックLSI間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

（c）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

・一次試作の光デバイスおよびDSP-LSIを用いたトランシーバを試作し、デバイス制御動作を検 

証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項を抽出する。 

（d）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

・シリコン導波路による波長合分波器を持ちいて、1.25Gbpsの一芯双方向光トランシーバを実証する。 

（ii）国際標準化 

・光インターコネクトに関する標準化団体に参画し、「キーメンバーコミュニティー」におけるプレゼ 

ンスを確立する。また、100Gbpsデジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

投稿論文、学会発表等 「査読付き論文」6件、「発表（解説記事含む）」52件 

特 許 
「出願済」36件、（うち国際出願13件） 

特記事項：事業開始から平成26年8月末まで 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
7件 

Ⅳ．実用化・

事 業 化

の 見 通

し に つ

いて 

日本の光デバイス、ネットワーク関連企業の集まりで実施しているプロジェクトであり、早期に実用化の

目処が立ったデバイスについては、プロジェクトの終了を待たずに実用化・事業化を進める。また、後年

度の研究開発を含め、計画終了後は多くの開発技術については必ず実用化・事業化を進める。このために

は、標準規格獲得には必須要件である。 
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Ⅴ．基本計画

に 関 す

る事項 

 

作成時期 
平成 24年 5月 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」実施

計画作成（経済産業省） 

平成25年3月 作成（NEDO） 

変更履歴 無 
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プロジェクト用語集（公開版） 

用語 説明 

光電子集積インターポー

ザ 

電子回路（LSI）と光入出力部が実装されたインターポーザの総

称。本プロジェクトでは、インターポーザの材料として Si を使

ったものを指す。 

光電子ハイブリッド 

（回路）基板 

インターポーザ材料にプリント基板を用いた、光電子集積イン

ターポーザ。特にプリント基板上にポリマー光配線を用いるこ

とにより、複数の LSI を搭載した大型光電子基板が実現できる。 

AOC 

Active Optical Cable の略：信号伝送ケーブルの一種であり、

伝送部分に光ファイバを用いた物。外部インターフェースは電

気信号であり、コネクタ内部に電気/光変換、光/電気変換部が

内蔵されている。光ファイバ伝送のため、電気ケーブルに比べ

高速/長距離伝送が可能。 

光 I/O コア 
光信号の送受信(トランシーバ)機能をもつ機能ブロックを光

I/O コアと総称している。光 I/O エンジンとも呼ばれる。 

(集積)光 I/O チップ 

光 I/O コアの主要部品の１つ。シリコンフォトニクス技術を用

い、光変調器、受光器、合分波器、光入出力部、などの要素光

素子を SOI 基板上に集積したチップ。 

光 I/O 付き LSI 基板 
LSI(CPU,FPGA)の高速の入出力信号を光伝送するため、LSI の直

近に小型光 I/O コアを配置した構造の基板 

掲載済 SOI 

Silicon On Insulator の略：シリコン基板上にシリコン酸化膜

と更にその上にシリコン層が形成された基板構造で、CMOS 電子

回路やシリコンフォトニクスのウェハー基板として使用され

ている。 

Tx、Rx Tx：Transmitter の略称、Rx：Receiver の略称 

CMOS 回路 

Complementary Metal Oxide Semiconductor）の略：p チャネル

と n チャネルの MOSFET を相補的に配置した回路構成を有する

半導体デバイス。論理が反転する時にのみしか充放電電流が流

れないため、消費電力の少ない論理回路が構成できる。 

TIA 
Trans-Impedance Amplifier の略：受光ダイオードの光電流を電

圧に変換して出力する増幅器 

SiGe 回路 

シリコンに少量のゲルマニウムを添加した半導体材料。MOS 型ト

ランジスタではなくバイポーラトランジスタに用いられるた

め、CMOS 回路と対比してバイポーラトランジスタ回路の意味で

用いられる。バイポーラトランジスタを使って電流モード回路

を構成する場合が多く、常時電流が流れ続けるため CMOS 回路に

比べて消費電力が大きくなる傾向にある。 

光ピン 

垂直方向へ伝送する光導波路。有機材料で構成されておりフォ

トリソグラフィー技術で形成可能である。Optical Pillar とも

も呼ばれる。 

MMF 
Multi Mode Fiber の略： 

多数のモードの光が伝搬する光ファイバ。 

SMF 
Single Mode Fiber の略： 

単一光モードのみ伝播可能な光ファイバ。 
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Mux 

multiplexing あるいは multiplexer の略：複数のパラレル信号

をシリアル信号に変換すること。この動作を実行するデバイス/

装置。 

Demux 

demultiplexing あるいは demultiplexer の略：シリアル信号を

複数のパラレル信号に変換すること。この動作を実行するデバ

イス/装置。Mux の逆の動作。 

SerDes 
Serializer/Deserializer の略：シリアル信号、パラレル信号を

相互変換する電子回路。 

LD Laser Diode の略：半導体レーザ。 

LD テラス 

LD を実装するため、Si 基板の端面に深溝構造の方形状（テラ

ス）のステップを形成し、その部分に LD チップを実装する。

この構造を LD テラスと呼んでいる。 

位置合せトレランス 
光ファイバと光デバイス、半導体レーザ素子等との位置合わせ

精度の許容幅(トレランス)のこと。 

PD Photo Diode の略：フォトダイオード 

SSC： 

スポットサイズ変換器 

Spot Size Converter の略：Si 導波路とファイバや半導体レー

ザのサイズ差による光の結合損失を少なくする変換器。導波路

の幅を徐々に変えていく方法等いろいろな構造がある。 

2 重コア SSC 
2 種類の屈折率の異なるコアを設け、光の結合損失が少なくなる

ような構造を持つ SSC。 

FPGA 

Field Programmable Gate Array の略：論理回路構成が書き換え

可能なプログラマブルロジックデバイス。最近は大規模化、入

出力速度の高速化の進展が著しい。 

WDM 

波長多重分割（Wavelength Division Multiplexing）の略： 

光ファイバ通信において、波長の違う複数の光信号を同時に利

用する(多重化）ことで、波長数分だけ伝送容量を拡大する技術。 

PON 

Passive Optical Network の略：光ファイバ網の途中に分岐装置

を挿入して、1 本のファイバを複数の加入者間で共有すること

で、効率的な光通信を実現するネットワーク方式の一形態。

FTTH(Fiber To The Home)の基盤技術。 

ONU 

Optical Network Unit の略：加入者通信網において、パソコン

などの端末機器をネットワークに接続するための装置。加入者

宅に設置される。 

APD 

Avalanche Photo Diode の略：半導体におけるなだれ

(Avalanche)現象を用いて、通常の PD よりも高感度化した受

光素子であり、長距離光通信に用いられる。 

DFB 

Distributed Feedback の略：半導体レーザの光共振器構造の

一種。共振器内部に回折格子が作りこまれており特定の波長

だけが正帰還を受けるので、単一モード発振が得られる。 

Gbps 
Giga bit per second の略：データ通信速度の単位の一つ。

1Gbps は一秒間に十億ビットのデータを送れることを表す。 

NRZ 

non-return-to-zero の略：ビットの値 0 または 1 に応じて、｛電

圧、電流または光強度｝が低いまたは高い信号を出力する信号

変調方式。 
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Back-to-Back 

送信機と受信機を直接に（もしくは、極短距離で）接続した状

態。途中の信号伝送媒体（光導波路、光電子変換デバイス等）

の評価をする際の参照データとなる。 

アイパターン 

信号波形の遷移を多数サンプリングし、重ね合わせてグラフィ

カルに表示したもの。上下左右に大きく開いたパターンほど良

好な信号伝送ができていることを表す。 

BER 

Bit Error Rate の略：通信で用いられる符号誤り率で、一定の

時間内での送信される符号総数に対する、誤って受信された符

号数の比率で示される。 

FDTD 

Finite-difference time-domain の略：電磁場解析の一手法であ

り、空間・時間領域での差分方程式に展開して電場・磁場を求

める方法  

TCAD 
Technology CAD の略：プロセスシミュレータとデバイスシミュ

レータと回路シミュレータを統合したもの。 

SSD 

Solid State Drive の略：ハードディスク（HDD：Hard Disc Drive）

に代り、記憶媒体に半導体不揮発性メモリ素子（NAND FLASH 

MEMORY）を用いた記憶装置。小型化可能でデータ書込み/読出し

速度も速く、急速に普及しつつある。 

SATA 
Serial Advanced Technology Attachment の略：データ記憶装置

（HDD、SSD など）と CPU を接続する規格の一つ。 

NAND 型 FLASH MEMORY 

電荷蓄積層を持つゲート電極 MOS トランジスタを直列に接続し

た構造の不揮発性メモリ。USB メモリ、SD カード等幅広く使わ

れている。 

LA/TIA 
Limiting Amp / Trans impedance Amp の略：受光素子からの微

弱な電気信号強度を増幅するための増幅器。 

SOA Semiconductor Optical Amplifier（半導体光増幅器）の略 

VSR 
Very Short Reach の略：2km 程度までの短距離用光トランシ

ーバ。LAN などに多用される。 

波長合分波器 

異なる波長の光信号を合波したり分波する機能を有する光素

子。断面サイズの小さな Si 細線導波路で良好な特性を得るには

高精度加工が必要となる。 

消光比 

波長合分波器の任意の出力ポートにおいて、そのポートに出力

される波長の信号光強度と、それ以外の波長のノイズ光強度の

比率。 

暗電流 
PD に光の入射がない場合にも流れている電流のこと。光信号の

受信における雑音となるため、暗電流が小さいことが望まれる。 

液浸 ArF 露光技術 

露光装置の投影レンズとウェハーの間に液体を満たして露光す

る技術。液体として純水を用いた場合、空気に比べて開口数が

1.44 倍に増加するため、解像度を大幅に向上することが出来る。

45nm 技術世代以降の半導体加工に用いられている。 

偏波 

光や電磁波の電界の振動方向の状態を示すものであり、断面が

矩形形状のシリコン導波路では、基板の面内方向に電界が振動

する TE 偏波と、基板に垂直方向に電界が振動する TM 偏波とが

伝搬可能である。 

偏波依存損失 

スポットサイズ変換器や波長合分波器などで、偏波ごとに損失

が異なる場合の損失の差異を示す。一般的に、この差異が小さ

いことが望ましい。 
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リング光共振器 

リング状に形成された光回路。一方の直線光導波路から入力さ

れた光の中で、特定の波長をもつ光だけが共振して他方の光導

波路から出力される特徴をもつ。 

石英 PLC 

石英 Planer Lightwave Circuit：石英平面光回路 

石英材料を用いた平面光回路で、一般にフィルターやカプラー

などの受動光学部品でよく使われている。単位長さあたりの光

波導波損失は低いが、導波路曲げ半径は、数百 um 程度と大きく、

デバイス全体も大きくなる。 

量子ドット 

大きさが数ナノメートルから数 10 ナノメートルの半導体微結

晶。電子が３次元的に閉じ込められ、状態密度がエネルギーに

関してデルタ関数的に完全に離散化したエネルギー準位が形成

されることから、光素子への適用により低閾値、低消費電力化、

温度特性改善が可能となる。 

LN 変調器 

LiNbO3 結晶のポッケルス効果による屈折率変化を利用した光変

調器で光通信に不可欠なデバイスの一つです。半導体レーザな

どの CW 光を変調する外部変調器として使用されており、高速変

調が可能です。 

デジタルコヒーレント伝

送技術 

光の強度に加えて位相も情報伝送に利用する通信方式。受信側

では、信号光と波長が極めて近い光とを混合してから電気信号

に変換（コヒーレント検波）する。光伝送路で発生する波形歪

みを超高速デジタル信号処理を用いて補償することで、安定な

大容量長距離伝送が可能となる。 

OIF 

The Optical Internetworking Forum の略：キャリア、コンポー

ネントベンダ、システムベンダ、測定器会社などが参加する 1998

年に創設された業界団体。光伝送技術に関する標準化を推進し、

低コストでスケーラブルな光ネットワークを実現することを目

的としている。 

ITLA 

Integrable Tunable Laser Assembly の略：OIF で規格化された

波長可変レーザアセンブリに関するマルチ・ソース・アグリー

メント (MSA) であり、制御命令や電源、外形寸法などが規定さ

れている。 

ICR 

Integrated Coherent Receiver の略：OIF で規格された集積コ

ヒーレントレシーバに関するマルチ・ソース・アグリーメント 

(MSA) であり、偏光分離機能、可変光減衰器、光ミキサ(90 度ハ

イブリッド)、バランスド・レシーバなどが一つの筐体内に集積

化されている。 

CFP 

100G Form-factor Pluggable の略：C はローマ数字で 100 を表

す。装置の電源を切らずに（活線）挿抜可能な光トランシーバ

の MSA の一つ。ここで MSA とは Multi-Source Agreement の略で、

製品のパッケージサイズ、ビン配置、およびスペックなどを複

数のベンダー間で共通化する事で、製品の安定した供給体制を

確立するためのベンダー間の取り決めのこと。CFP-MSA の詳細は

ホームページ http://www.cfp-msa.org/ を参照。 

ディジタル信号処理（DSP）

LSI 

コヒーレント光ファイバ通信方式を実現するためのキーデバイ

ス。偏波多重された高速光信号をコヒーレント検波した後に、

分散補償や偏波分離などのディジタル電気信号処理（Digital 

Signal Processing）を駆使して、ファイバ伝搬で歪んだ信号波

形から正しい信号データを復元する。 

FEC 
Forward Error Correction の略で前方誤り訂正とも呼ぶ。誤り

が起こることを見越してあらかじめ冗長な符号を付加したデー
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タを送信し、受信側で元のデータを復元する方式。 

DP-QPSK 方式 

Dual-Polarization Quadrature Phase-Shift Keying の略：偏波

直交 4 位相偏移変調方式とも呼ぶ。光ファイバ中で直交するそ

れぞれの偏波に対し、変調された四つの光位相 0°、90°、180°、

270°）に、それぞれ 2 ビットによる信号で 4 種類の情報を割り

当てる変調方式。二つの偏波それぞれで１シンボルあたり２ビ

ットを送れるので、電子回路の動作スピードが毎秒 25 ギガビッ

ト相当（25Gbaud）でも４倍の毎秒 100 ギガビットを運べる。 

コンステレーションマッ

プ 

多値変調された信号情報を直交した I 軸、Q 軸を有する複素平面

上にマッピングしたもの。 
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Ⅰ． 事業の位置付け・必要性について 

 

１． ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性 

 

１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 

1.1.1 政策への適合性 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティン

グが進展し、データセンタ等における情報処理量等が急激に増加することが予測されてい

る。それに伴い情報通信機器による電力消費量は急増し、２０２５年には現在の国内電力

消費量全体の４分の１に膨らむと予測されている。このため、情報通信機器・装置を低消

費電力化しつつ、高速化し、小型化する技術の開発は喫緊の課題となっている。 

光エレクトロニクス技術は、上記問題への対応が期待できる技術として半導体分野の主

要なグローバル企業が開発競争を繰り広げている技術であり、我が国としてもその開発を

戦略的に推進していくことは重要なことである。 

このような状況の下、我が国の政府も光エレクトロニクス技術分野を重視した研究開発

政策を進めている。これまでに政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、

科学技術基本法の下で「科学技術基本計画」に基づいて、創造性豊かな人材や、有限な資

源を活用しつつ最大限の成果を生み出す仕組みを創り出すことを目指し、総合的な施策を

強力に推進してきた。「第４期科学技術基本計画」（２０１１年８月１９日閣議決定）で

は、科学技術政策を国家戦略の根幹と位置づけ、政府の関与する研究開発投資を拡充する

ことを定めている。第４期科学技術基本計画では、我が国の将来にわたる成長と社会の発

展を実現するために戦略的に展開する科学技術イノベーション政策の３つの主要な柱の一

つである「グリーンイノベーションの推進」において、光エレクトロニクスに関する技術

開発戦略を「エネルギー利用の高効率化及びスマート化」の取り組みとして位置づけてい

る。第４期科学技術基本計画を推進する科学技術イノベーション政策推進専門調査会の下

に設置された、ナノテクノロジー・材料共通基盤技術検討ＷＧでは、光エレクトロニクス

は、光配線と電子回路の融合により低消費電力な情報通信網を実現する、今後の１０年を

見据えた技術ポテンシャルの一つに取り上げられた。また、総合科学会議により設置され

た科学技術イノベーション戦略協議会が提示した２０１３年度の科学技術重要施策アクシ

ョンプランにおいても、重点的取り組みとされる技術革新によるエネルギー消費量の飛躍

的削減に係る事業の一つとして「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開

発」が位置づけられている。また、２０１２年７月に策定された日本再生戦略においては、

我が国の競争力の源泉であるイノベーション創出を促進するため、未来開拓型の研究開発

やイノベーション創出に向けた研究基盤の形成等、府省庁連携の下で産官学が一体となっ

て基礎研究から実用化まで一気通貫でイノベーションを創出する体制による取り組みを重

点的に進めることが述べられている。 
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さて、我が国のエネルギー政策は２００３年１０月に策定されたエネルギー基本計画に

沿って推進されている。エネルギー基本計画は、２００７年３月に第一次改定、２０１０

年６月に第二次改定が行われ、エネルギー政策の基本である３Ｅ（エネルギーセキュリテ

ィ、温暖化対策、効率的な供給）に加え、エネルギーを基軸とした経済成長の実現と、エ

ネルギー産業構造改革が基本的視点として追加されている。 

 経済産業省は、２００６年５月に我が国のエネルギー戦略として「新・国家エネルギー

戦略」を取りまとめ、２０３０年のエネルギー需給展望（２００５年３月総合資源エネル

ギー調査会答申）とその後の状況変化を基に、長期の時間設定の中で重要と考えられる施

策プログラムを絞って提示した。その「実現に向けた取組」において、省エネルギーフロ

ントランナー計画が取り上げられ、２０３０年までに少なくとも３０％のエネルギー消費

効率改善を目指すことを述べ、２０３０年に向けて実現が期待される省エネルギー技術の

開発の方向性等を示している。これに基づき、２００７年に「省エネルギー技術戦略２０

０７」が経済産業省で策定され、改定を経て、２０１１年３月に「省エネルギー技術戦略

２０１１」が策定された。「省エネルギー技術戦略２０１１」はエネルギー基本計画第二

次改定（２０１０年６月１８日閣議決定）に伴い、省エネルギー技術戦略も全面的に見直

したものであり、２０３０年におけるエネルギー消費量削減に有効な省エネルギー技術の

開発、技術の導入普及・国際展開を推進し、世界一の省エネルギー国家の実現を目指して

いる。この中で、「省エネ型情報機器・システム」（省エネ型情報機器・省エネ型次世代

ネットワーク通信など）等が省エネルギーポテンシャルの大きい、重要技術として選定さ

れている。「省エネ型情報機器・システム」は情報通信機器利用等で増大する消費電力量

を削減するため、個別のデバイス・機器の省エネルギー化に加え、省エネ型情報機器・省

エネ型次世代ネットワーク通信などの関連技術を駆使して情報通信ネットワーク全体での

革新的省エネルギーを実現する技術である。「省エネ型情報機器・システム」の中に「省

エネ型情報機器」技術の一つとしてデータセンタ、「省エネ型次世代ネットワーク通信」

技術としてルータ等通信機器や光スイッチという光エレクトロニクスに関連する技術が含

まれている。 

 以上のような科学技術政策、エネルギー政策の下、経済産業省において「未来開拓研究

プロジェクト実施要綱」並びに「未来開拓研究プロジェクトの実施に関する基本方針」が

２０１２年に策定されている。未来開拓研究プロジェクトは、従来技術の延長線上にない、

開発リスクの高い革新的技術に関する中長期的な研究開発制度であり、我が国が直面する

環境・エネルギー問題等の構造的課題の克服と、我が国の将来の成長の糧となるイノベー

ションを創出することを目的としている。２０１２年度は３つの研究開発テーマについて

プロジェクトが開始され、その一つとして、２０１２年度から２０２１年度の１０年間を

実施予定期間としている「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」が

含まれている。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略記する）が実
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施する「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」は、この未来開拓研

究プロジェクトとして２０１２年度に経済産業省で開始されたものを承継し、２０１３年

度から２０１７年度までのＮＥＤＯによる実施が確定して、ＮＥＤＯにて執行しているも

のである。 

 以上のように、本プロジェクトが目指す、情報処理機器・装置の低消費電力化、高速化、

小型化を可能とする技術の開発は、国の産業政策、科学技術政策とも合致するものである。 

 

1.1.2 ＮＥＤＯ中期計画における位置づけ 

ＮＥＤＯの第３期中期計画においては、電子・情報通信分野の計画として、我が国経済・

社会の基盤としての電子・情報通信産業の発展を促進するため、電子デバイス、家電、ネ

ットワーク／コンピューティングに関する課題について、重点的に取り組むことが述べら

れている。ネットワーク／コンピューティング技術の開発としては、情報トラフィック量

の爆発的増加が今後とも見込まれていることから、高速化、低消費電力化等のニーズ

に対応した光・電子融合技術等を中心とした技術開発を行うとともに、それらを組み合わ

せたシステム開発等を推進することとしている。ＮＥＤＯでは本プロジェクトで実施する

光技術と電子技術を融合した光電子ハイブリッド技術をネットワーク／コンピューティン

グ分野における技術開発課題として位置づけ、アクセス系ネットワークの高速化に対応し

た光電子モジュール技術、ハイエンドサーバにおける省電力化、高速化に係る技術の開発

に取り組んでいる。 

 

1.1.3 ＮＥＤＯが関与する必要性・意義 

 本プロジェクトは、次の視点からＮＥＤＯが関与する必要性・意義がある。 

（１）公益性とＣＯ２削減効果 

社会のＩＴ化の進行に伴い、我々の活動のあらゆる場面で情報通信機器が活用され、情

報が創出されるようになっている。また、創出された情報は、インターネット網の普及・

発展により、データセンタを介して共有されるようになり、データセンタにおける情報処

理量や通信トラフィックが急増し、今後もその増大は止まらないと予想されている。この

ため、我が国における情報通信機器による電力消費量は増加し続け、現状技術のままでは

２０２５年には２０１０年の４倍に膨らむと見込まれており、情報通信機器の電力削減は

喫緊の課題となっている（図Ⅰ-1.1.3-1）。 

また、温室効果ガス削減問題等の環境・エネルギー問題、あるいは、東日本大震災後の

状況変化を踏まえたエネルギー需給安定化への取り組み等の観点からも電力消費量の削減

が強く求められている。このような状況の下、情報通信機器内の電気配線を光化すること

により、低消費電力でありつつ、高速で、小型化が可能である等の付加価値の高い情報処

理システムを社会に提供することをめざす本事業の実施に対する社会的必要性は高いと言

える。 
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（２）国際競争力確保 

 本事業で研究開発を行うチップ間光インターコネクト技術等は、半導体分野の主要なグ

ローバル企業（ＩＢＭ、Ｉｎｔｅｌ等）が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高

性能化技術として有力視してものであり、半導体国際技術ロードマップ（ＩＴＲＳ）によ

ると、早ければ２０１５年にはＬＳＩモジュール間の配線に光配線が必要になることも指

摘されている。 

 このような状況を受けて、米国では、光リンクの高速化ＩＣ技術を開発するＥＰＩＣ

（Electronics and Photonic Integrated Circuits）、チップ間の光接続技術等を開発す

るＣ２ＯＩ（Chip to Chip Optical Interconnect）、コア間の光配線、チップ内の光配線

に関する研究開発を行うＵＮＩＣ（Ultra Performance Nanophotonic Intra Chip 

Communications Program）や通信を含む様々な用途に適用できる光電子マイクロシステム

をチップスケールで実現するための研究開発を行うＥ－ＰＨＩ（Electronic-Photonic 

Heterogeneous Integration）等の光電子融合に関する技術開発がＤＡＲＰＡ（国防高等研

究計画局：Defense Advanced Research Projects Agency）の資金で実施されている。また、

欧州では欧州研究開発フレームワーク（ＦＰ、Framework Programme）の第７次計画（ＦＰ

７、The Seventh Framework Programme）にて、ＣＭＯＳ上にフォトニクス・エレクトロニ

クス機能を集積するための技術を開発するＨＥＬＩＯＳ（pHotonics ELectronics 

functional Integration on CMOS）、電子、光回路の強調設計、集積化等に取り組み、共

通のデザインフローを提供することを目指すＰｌａｔ４Ｍ（Photonic Libraries And 

Technology for Manufacturing）、低コストシリコンフォトニクス部品を設計開発するＦ

ＡＢＵＬＯＵＳ（FDMA Access By Using Low-cost Optical Network Units in Silicon 

Photonics）、ナノインプリントにより多層の光回路を作製する技術等を開発するＦＩＲＥ

ＦＬＹ（Multilayer Photonic Circuits made by Nano-Imprinting of Waveguides and 

4.0倍 (2010年比）

経済産業省/総合科学技術会議評価専門委員会資料（2011）
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Photonic Crystals）、チップ間インターコネクションのためのプラズモン光部品技術等を

開発するＮＡＶＯＬＣＨＩ（Nano Scale Disruptive Silicon-Plasmonic Platform for 

Chip-to-Chip Interconnection）、高性能コンピューターシステム向けの光インターコネ

クト技術を開発するＰｈｏｘＴｒｏＴ（Photonics for High-Performance, Low-Cost and 

Low-Energy Data Centers, High Performance Computing Systems: Terabit/s Optical 

Interconnect Technologies for On-Board, Board-to-Board, Rack-to-Rack data links）

等の光電子集積、光インターコネクトに関するプロジェクトが実施されている。 

 また、米国、欧州では、産学、あるいは、産学官が連携してシリコンフォトニクスのフ

ァンドリサービスを提供する活動があり、米国ではデラウエア大学が中心となってＯｐＳ

ＩＳ（Optoelectronics Systems Integration in Silicon）、欧州では ＩＭＥＣとＣＥ

Ａ−ＬｅｔｉがｅＰＩＸｆａｂ、アイントホーヘン工科大学においてＥｕｒｏＰＩＣ

（European manufacturing platform for Photonic Integrated Circuits）が実施されて

いる。 

我が国は、２００９年度から２０１３年度までの期間で、内閣府・総合科学学術会議の

下で日本学術振興会（ＪＳＰＳ）が進める「最先端研究開発支援プログラム（ＦＩＲＳＴ

プログラム）」においてフォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発（Ｐ

ＥＣＳＴ：Photonics-Electronics Convergent System Technology）事業を進めた。ＰＥ

ＣＳＴでは、光源・受信器・導波路など光インターコネクトに必要な技術を 1 つのシリコ

ンチップに集積し、光集積回路として機能させるために必要な基盤技術について研究開発

を行い、集積した光回路として世界最高の情報伝送密度を実証することに成功している。 

産業界の技術力に視点を移すと、我が国は青色ダイオードを始め、レーザーダイオード

等の光半導体ではこれまで世界をリードしているポジションにあり、その市場シェアにお

いても世界市場の５割以上を占めていることがわかる。（図Ⅰ-1.1.3-2）。つまり、光回

路の集積化における基礎的技術、光半導体等の技術において日本の技術は世界をリードし

ており、それらの技術力を結集すれば、世界的に繰り広げられている光電子融合技術の開

直接変調レーザの世界市場シェア
（市場規模：180億円）

10Gbps・40Gbps DFBレーザの世界市場シェア
（市場規模：148億円）

富士キメラ総研/2011光通信関連市場総調査

Ａ社（日）
(32.9%)

Ｂ社（日）
(15.8%)Ｃ社（日）

(8.1%)

Ｄ社（日）
(9%)

海外
(34.2%)

Ａ社（日）
(23.3%)

海外
(30.1%)

Ｂ社（日）
(21.3%)Ｃ社（日）

(20%)

Ｄ社（日）
(5.3%)
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発競争において、我が国は世界に十分対抗し、リードしうる技術力を有しているものと考

えられる。 

しかしながら、その一方で、光電子融合技術の活用が期待され、今後において事業とし

て大きな拡大が見込まれるクラウドコンピューティング分野、および、それを支えるサー

バやルータの分野における世界の市場では、日本企業のシェアはともに１０％以下であり、

過半は米国企業が占めている状況であることも事実である。 

光電子融合技術は、我が国の強みとしている光デバイス技術の国際競争力を維持、発展

させるとともに、低迷するサーバ、ルータ市場における我が国産業界の巻き返しを主導し、

大きな市場の拡大が期待されるクラウドコンピューティング分野での我が国の地位を確保

するための礎となることが期待される技術である。従って、我が国としては、現在の集積

光回路技術等における優位性を基に、当該技術の実用化をいち早く実現することで、デバ

イスからサブシステム、情報通信機器、ネットワークシステムまでをトータルに強化し、

それらにおける国際的産業競争力の強化を図ることは非常に重要なことであると言える。 

また、本事業で実現を目指す光エレクトロニクス技術の実用化には、光半導体技術等の

光に関連する技術の開発のみにとどまらず、半導体集積技術、部品実装技術、回路基板技

術、電子回路技術等の広範囲のエレクトロニクス関連の要素技術と光技術が連携し、新た

な技術を生み出すことが必要である。従って、本事業の実施により得られる研究開発成果

は、これまでの技術とは異なる新しい技術分野を切り開くものとなることが期待され、光

エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場における国際的な競争力を獲得

する力になるとともに、半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサーバ、ル

ータ等の情報通信機器産業などの幅広いエレクトロニクス産業の競争力強化に資するもの

として期待されるものである。  

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

 本事業で求められる技術開発要素には、従来のエレクトロニクスと同程度の低コストか

つ信頼性の高い光電気変換素子や光配線との接続の実現、シリコン基板上、プリント基板

上に光導波路を形成する技術、光と電気が融合したシステムとしての安定性・信頼性の確

保、大口径ウエハ上に作製された光配線を搭載したインターポーザの信頼性評価という今

までにない評価技術等、様々なブレークスルーが求められていることから、難易度の高い

技術開発を遂行する必要があり、研究開発のリスクは高い。また、その技術開発要素が広

範囲に亘ることから、多くの企業間や大学、国の研究機関における連携や各要素技術の連

携・統合が必要である。ここにＮＥＤＯが関与することで、前記リスクを軽減することが

できるとともに、参画する企業・大学・国の研究所が一体となって技術開発することが可

能となり、企業の連携や最先端技術の共有化を行うこともできる。よって、光エレクトロ

ニクス分野で世界をリードし、日本の国際競争力を維持するためには、本プロジェクトに

ＮＥＤＯが関与し、国が主導して取り組む必要があるといえる。 
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 以上のように本プロジェクトは、経済産業省により定められた政策上のプログラムに合

致し、本プロジェクトの成功により我が国のエレクトロニクス関連産業の国際競争力強化、

および国家的重点目標である高度情報化社会および地球温暖化対策の実現に寄与するもの

であり、さらには、我が国の広範な産業分野への大きな波及効果が期待され、産業政策・

情報政策の面からも極めて重要な課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯ

が関与すべきものと考えられる。 
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１．２  実施の効果（費用対効果） 

1.2.1 市場規模 

情報通信機器で利用されてきた電気配線は、スーパーコンピュータやハイエンドサーバ

での信号伝送速度において限界に近いと言われ、それに換わる技術として光配線技術や光

インターコネクトが期待されてきている。しかし、従来の光インターコネクト技術では独

立して作られた光部品を高精度に位置合わせを行った上で組み合わせる必要があり、小型

化やコスト、消費電力の低減等、実用に供するには様々な問題を解決することが必要であ

る。 

チップ間光配線技術を含む光エレクトロニクスは、このような問題を解決するための技

術として研究開発が進められ、スーパーコンピュータに利用される光インターコネクトへ

の搭載が始まったところである。今後は、技術開発の進展とともに、データセンタで用い

られるサーバ等の情報処理機器やネットワーク機器への適用が進むものと期待されている。

そして、さらには高精細な画像情報を取り扱うデジタル機器、微弱な電気信号を扱う医療

機器や産業機器等への応用も進むことが期待されている。 

図Ⅰ-1.2.1-1 にスーパーコンピュータを含むサーバの世界市場、国内市場の推移を示す。

２０１１年〜２０１６年の世界市場においては大きな市場変動はみられず、約５兆円程度

の規模で推移することが予想されている。また、サーバの製品種別に注目すると、市場で

最も大きな製品セグメントは、Ｘ８６系、ＩＡ−６４、ＲＩＳＣのオープン系アーキテクチ

ャを採用したオープン系サーバであり、市場の３／４程度を占めていることがわかる。 

図Ⅰ-1.2.1-2 には、日本市場におけるオープン系サーバ台数の筐体別推移を示した。す

べての筐体を合計した国内オープン系サーバの全体の出荷台数については、２０１１年〜

２０１６年で大きな市場変動はなく、約５５～５７万台での市場規模で堅調に推移するこ

とが予想されている。一方、サーバの筐体形状別出荷台数の推移に注目すると、データセ

ンタでの利用等のために省スペース性や省エネ性を必要とする動きが活発となる中でタワ

ー型からブレード型サーバへの移行が進む傾向が見て取れる。ブレード型サーバは２０１

１年から２０１６年で年平均成長率（ＣＡＧＲ）として１０％弱で出荷台数を増やすこと 

サーバ市場規模（国内）

富士キメラ総研/2013情報機器グローバルマーケット（上巻）
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が予想され、その成長率が続くと仮定すると未来開拓研究プロジェクトが終了して３年後

の２０２４年には、国内オープン系サーバの出荷台数の約４０％がブレード型サーバにな

ると予想される。 

処理性能を落とさず省スペース性と省エネ性が求められるブレード型サーバは、省エネ

性と処理性能の向上を求められるスーパーコンピュータ等と同様に、本プロジェクトの成

果をいち早く取り入れる対象であると考えられる。従って、これらの対象にプロジェクト

成果が速やかに適用され、サーバ市場が若干の減少を伴いながらも現在と同程度の規模で

推移するとした場合、２０２４年（平成３６年）におけるそれらの日本国内における市場

規模は１４００億円以上になると推定される。 

以上の試算は、本プロジェクトの成果が直接およぶ情報処理機器について見積もってい

るが、光電子集積技術を用いた製品が、小型・軽量で、かつノイズ耐性に優れ、大容量デ

ータ通信が可能であるという特長をもっていることから、技術の成熟とともに高精細映像

機器、ＰＣ間等のデータ伝送ケーブルや様々な組込機器用途、インフラ用途への普及も期

待できる。また、これらのデバイスに加えて光通信システム等のサービスまで含めれば、

本プロジェクト成果の波及市場規模は非常に大きなものになることが期待される。 

  

1.2.2 省エネ効果 

 本プロジェクトで開発される成果を、サーバ／データセンタ、ネットワーク機器、パー

ソナルコンピュータ（ＰＣ）、ディスプレイ／テレビに適用することを想定し、その省エ

ネルギー効果を試算すると、２０２０年（平成３２年）には約１６０億ｋＷｈ／年、２０

３０年（平成４２年）には約１３００億ｋＷｈ／年の電力削減が期待されることがわかる。 
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ここで、この試算に用いた各機器による電力消費量は、ＩＴ新改革戦略評価専門調査会、

ヒアリング資料（２００８年１月８日、「ＩＴを駆使した環境配慮型社会」分野各府省説

明資料）に基づくものである。また、プロジェクト成果を適用した機器の普及率は、２０

２０年（平成３２年）、２０３０年（平成４２年）でそれぞれ、３０％、８０％と仮定し、

サーバ／データセンタ、ネットワーク機器、パーソナルコンピュータ、ディスプレイ／テ

レビにおける電力削減量をそれぞれ、３１％、８０％、３５％、１０％としている。 

 

２． 事業の背景・目的・位置づけ 

２．１ 事業の背景 

2.1.1 社会的背景 

さまざまな情報サービスがネットワークを通じて提供されるクラウドコンピューティン

グが進展し、また、膨大な数の携帯電話、スマートホンに代表されるモバイル端末機器や

パーソナルコンピュータ等の情報処理機器で生み出された情報がデータセンタに蓄積・処

理・共有されるようになってきている。このためデータセンタなどにおける情報処理量や

データ伝送量は増大しており、今後も指数関数的に伸びていくことが予測されている。仮

に現状技術の延長により実現された機器により、データの処理や伝送が行われたとすると、

サーバと通信機器で構成されるデータセンタにおいては、それに係るコストや電力消費量

の急増が予測され、また、情報通信機器による国内の電力消費量は２０２５年には２０１

０年比で４倍の２５００億 ｋＷｈ（現在の国内電力消費量全体の４分の１）にまで膨らむ

と見込まれている。 

同様な問題は世界的にも認識され、半導体分野の主要なグローバル企業が次世代のデー

タセンタなどの低消費電力化・高速化技術として光配線技術、集積光回路技術等の光エレ

クトロニクス技術を上記問題の解決手段として有望視して研究開発に取り組んでいる。ま

た、米、欧等の政府も関連する国家プロジェクトの実施によりそれらの研究開発の支援を

行っており、全世界的な開発競争が繰り広げられている。 

 

2.1.2  技術的背景 

 現在の情報処理機器における処理性能は、情報を処理するＣＰＵ等の演算素子の性能や

演算素子間、演算素子と情報を格納するメモリ間等を繋ぐ電気配線を通じて行われる情報

の伝送速度等によって決定されており、情報処理機器全体の処理性能を向上させるには、

演算素子等の性能に適した情報の伝送速度を確保することが必要である。情報の伝送を受

け持つ電気配線では、半導体技術の進展により演算素子等が微細化・高性能化されると、

演算素子が必要とする情報伝送速度を実現するために、そのピッチを縮小し、本数やそこ

を伝達させる信号の周波数を増加させてきた。しかしながら、ＩＴＲＳ（国際半導体技術

ロードマップ）等では、今後の電気配線におけるピッチ縮小のトレンドは鈍化すると予測

されており、演算素子の性能に見合う情報の伝送帯域を得るためには、現実解が想定でき
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ない程度にまでその信号周波数を高めなければならなくなるため、新たな信号伝送技術の

必要性が高まっている(図Ⅰ-2.1.2-1)。 

さて、電子機器に用いられている電気配線では、データ伝送量（信号周波数）や伝送距

離の増加に伴い信号伝送の損失が大きくなる。これに対して、光配線によるデータ伝送で

は、データ伝送量が増大しても損失は一定であり、伝送距離に対する消費電力の増加は極

めて小さいというメリットがある(図Ⅰ-2.1.2-2)。また、伝送特性と動作安定性の観点か

ら、電気配線の伝送速度は２０Ｇｂｐｓ程度が限界であると考えられており、ＬＳＩチッ

プ接続における配線間隔も１ｍｍ程度から劇的な縮小は見込まれていない。一方、光配線
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光配線
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成果に基づく）

産業技術上の
解決手段が

不明の領域

変調器駆動回路

増幅回路

光・電気変換器

信号駆動
回路等

ＬＳＩデバイス

信号読取
回路等

ＬＳＩデバイス

電気・光変換
回路等

光・電気変換
回路等
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光配線：導波路を超低損失で伝搬

電気配線：高周波信号損失大、発熱大

信号周波数１０ＧＨｚ時の回路消費電力 信号周波数２０ＧＨｚ時の回路消費電力

経済産業省/総合科学技術会議評価専門委員会資料（2011）



 
事業原簿 公開版 

12

による接続では、２５Ｇｂｐｓ以上の伝送速度の高速化が可能であり、配線間隔も０．１

ｍｍ以下に縮小可能であるため、配線面積を電気配線の１００分の１程度まで小型化する

ことが可能である。 

以上のような背景から、電気配線に換わる新たな信号伝送技術として光配線技術や光イ

ンターコネクト技術の実用化が待ち望まれている。 

 

２．２ 事業の目的 

以上の背景を踏まえ、本プロジェクトは、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、

電子機器の電気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニク

ス実装システム技術の開発に取組み、電子機器のデータ伝送に関して、電気配線を用いる

場合に比べて１／１０の低消費電力化と通信速度あたりの面積比で１／１００以下の小型

化を実現し、電気配線を用いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき、データセ

ンタレベルでの運用が可能な光電子融合サーバを実現するための構成要素技術を実現する

ための基盤技術を確立することを目指す。 

また、世界市場の約５割を占めてきた光半導体分野における我が国産業界の国際優位性

を維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場におい

て我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化し

たサーバ、ルータ等の情報通信機器産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化にも資

する。 

 

２．３ 事業の位置づけ 

前述の通り、本プロジェクトが係る光エレクトロニクスの分野は、企業間だけでなく、

各国政府を巻き込んで、世界的に激しい競争が繰り広げられている分野である。その中で、

我が国は内閣府ＦＩＲＳＴプログラムの一つであるＰＥＣＳＴにて、集積光回路として世

界最高の情報伝達密度を達成する技術の実証に成功し、世界をリードしている。この優位

性を最大限に活かし、光電子融合技術の早期実用化を図るため、本事業はＰＥＣＳＴと深

く連携をして事業を推進することとしている。 
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II． 研究開発マネージメントについて 

 

１． 事業の目標 

【全体目標】 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究

プロジェクトの一つとして実施され、情報化社会の進展に伴う国内のＩＴ機器による電力

消費量増大に対応するため、ＩＴ機器の省電力化と高速化の両立を目指し、機器内等の電

気配線を光化する光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装システ

ム技術を実現する基盤技術を確立することを目指すものである。 

未来開拓研究プロジェクトは２０１２年度から２０２１年度までの１０年間で実施する

ことを予定しており、研究開発は①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニ

クス実装システム化技術の２項目に大きく分けて実施する。具体的には、光導波路、光変

調器や受光器等と電気配線をシリコン上に高密度集積した光電子集積インターポーザ、ポ

リマー光配線と電気配線を形成した光電子ハイブリッド回路基板を実現するために必要な

光および電子デバイス技術、その設計技術や目的性能を大きく高める革新的デバイスの開

発を光エレクトロニクス実装基盤技術、光電子融合サーバ等、それぞれの目的に最適なア

ーキテクチャの明確化、関連する信号処理技術等の開発を光エレクトロニクス実装システ

ム化技術で実施する。 

これらの技術開発により、未来開拓研究プロジェクトでは、電子機器のデータ伝送に関

して、現状の電気配線を用いる場合に比べて１／１０の低消費電力化と通信速度あたりの

面積比で１／１００以下の小形化を実現し、電気配線を用いたサーバボードと比較して消

費電力を３割削減でき、データセンタレベルでの運用の可能性を検証することを目標とし

ている。 

ＮＥＤＯは未来開拓研究プロジェクトの実施期間の前半６年間のうち５年間（２０１３

年度～２０１７年度、２０１２年度は経済産業省執行）を執行し、未来開拓研究プロジェ

クトの最終目標である光電子融合サーバボードを実現するために必要となる構成要素技術

を確立するとともに、事業化に必要となる国際標準を獲得することを２０１７年度までに

達成すべき目標として設定し、プロジェクトの目標としている。 

 

２． 事業の計画内容  

 

２．1 研究開発の内容 

本プロジェクトでは、情報通信機器・装置の低消費電力化と高速化の両立のた

め、従来は電気配線を通じて伝送されていたデータ信号を、装置内のチップ間の

通信を含めて光信号で伝送するための技術を研究開発する。研究開発の実施にあ

たっては、研究開発テーマとして光集積回路を実現するための要素技術を開発す
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る①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発、とそれらを統合し、全体システム

として動作させるための技術を開発する②光エレクトロニクス実装システム化技

術の開発に大別して実施することとした。それぞれの研究開発内容について、以

下で説明する。 

 

研究開発項目① 「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

 

１．研究開発項目の概要 

機器の電気配線を光化した光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロ

ニクス実装システム技術を実現するには、これまでにないサイズ、特性を示す光要素

部品やそれを駆動するための電子回路、LSI チップの搭載方法や光信号の取出し技術、

およびそれらの作製技術等を新たに開発することが必要である。本研究開発項目では、

機器の電気配線を光化した光配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニ

クス実装システム技術の根幹である光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド

回路基板等を実現するための上記要素技術を開発するため、以下の研究開発を実施す

る。 

 

２．研究開発項目の具体的内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の

光・電気のインターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッ

ド回路基板に実装するための実装技術とインターフェース技術、および、高信頼、低

コスト化を実現する設計・方式・製造装置を開発する。また、光電子集積インターポ

ーザとＬＳＩを接続するインターフェース技術、および光電子ハイブリッド回路基板

間を接続する高集積コネクタ技術を開発する。さらに汎用電気インターフェースに対

応した光素子駆動アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭載するためのアナ

ログ電子回路技術の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波

路、光源、光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開

発すると共に、これらを高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多

重化、多値化についても検討を行い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開

発する。さらに、ロジック、メモリ等の電子回路チップの搭載が可能で、光トランシ

ーバを高密度に集積した、低消費電力で低コストな光電子集積インターポーザを形成

する基盤技術の開発を行う。 
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（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐ

ｓの伝送容量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回

路と光回路に関する基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術開発 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に

関し、光、電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実

現する基盤技術を開発する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用

可能とするための支援体制、スキームを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技

術開発を行う。 

[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原

理に基づく次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、

フォトニックナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス

回路の基盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブ

ルゲートアレイ技術、およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高

効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実

現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デ

バイスの開発を行う。 

  

３．達成目標 

 光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板、および、それぞれの要素技

術を組み込んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消

費電力化・高速化（１ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下

の小形化実現のための要素技術を確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、
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１００Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の光トランシーバモジュールの消費電力（３０

０Ｗ程度）を１／５～１／１０まで低減できる低消費電力化技術を実現する。 

各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子

インターポーザおよび光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板

を実現するための基盤技術を開発する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した

光電子ハイブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤

技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール

化技術を確立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフ

ォトニクス技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモ

リＬＳＩ、光デバイス等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積

化技術を実現する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤

要素技術を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を

確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するため

の基盤集積技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デ

ジタルコヒーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８年

度までに確立する。   

【中間目標】（平成２６年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を

行い、基本性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間
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通信向け低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証す

るための要素技術を確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設

計するための光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を

可能とするとともに、本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー

構築のための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構

成を構築し、統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス

設計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本

構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能

とする統合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキッ

ト）を整備し、光電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

 光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの小形化・低消費電力

化・高性能化を非連続的に実現できる、挑戦性の高い革新的デバイス技術として、以下

の技術開発を実施する。なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を考慮し、

技術開発の進捗度、本研究開発事業内での展開の可能性等の観点から、必要に応じて見

直しを適宜実施するものとする。 

 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子

ドットレーザ技術とその集積化技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合

型単チャンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術とし

て受光器における暗電流抑制効果を実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現

するとともにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、

導波路型受光器における暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子

集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化
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する。 

 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けて、新原理に基づく次世代

超小型光変調器の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を可

能とする新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検

討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対

する課題を明確化する。 

 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基

盤技術として、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配

線技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術にお

いて、層間方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに

事業化に対する課題を明確化する。 

 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニク

ス回路の基盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブル

ゲートアレイ技術、およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の

光増幅器が並ぶアレイデバイスを実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。

また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すと

ともに事業化に対する課題を明確化する。 
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[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の

高効率化に向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術

実現のためのハイブリッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理

デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベ

ースとした超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高

速光信号処理デバイス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動

作を実証する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の

見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

 

研究開発項目② 「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

 

１．研究開発項目の概要 

未来開拓研究プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを

実現するには、それに適したシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性

のある実用性の高い技術の開発が必要である。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かす

サーバ等のシステムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①「光エレ

クトロニクス実装基盤技術の開発」の要素技術を用いてシステムを構築するための基

盤技術を開発する。これにより、システムの実用性を検証するとともに、要素技術開

発にフィードバックすることで、完成度の高い技術の効率的な開発を実現する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積

インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消

費電力光電子融合サーバボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ス

トレージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバ

イスを搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確

立する。 
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（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバ

を開発し、アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを

集積した光電子ハイブリッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブ

ル付きＬＳＩを開発する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセ

ンタ間接続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドラ

イバ、受信フロントエンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１０

０Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニク

スチップを開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トラ

ンシーバのシステム化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

 国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析す

るとともに、プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を

積極的に推進する。 

 

３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運

用が可能な、多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サー

バボード等を実現するため基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処

を得ることを目標とする。また、順次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準

の提案を行う。 

各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベル

での運用が可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種の

ＬＳＩが高密度集積した光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上

に搭載した小型・高速動作・低消費電力光電子集積サーバボードを実現するための課

題抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、高速ストレージインターフェースに適

応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェ

ース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 
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【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝

送スペック（変調速度、多重度、チャンネル数など）、および、光電子インターポー

ザの回路冷却に関する基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと

積層型ストレージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光インターフェース付

きＳＳＤを試作し、標準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、

要求スペックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型

のストレージチップを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブル

の実現と、光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現

に向け、次の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体

間接続における実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシー

バとロジックＬＳＩ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき

既存ロジックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭

載基板間光接続を実現する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデー

タセンタ間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

一次試作の光デバイスおよびＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバ

イス制御動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事

項を抽出する。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓ

デジタルコヒーレント光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業

間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するため

の基盤システム化技術を確立する。 
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【中間目標】（平成２６年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光ト

ランシーバを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わ

せて集積試作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するととも

に、企業間ネットワーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解

決の目処を得る。 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得する

ため、次のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、

ＩＥＥＥ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、「キ

ーメンバーコミュニティー」おけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓデ

ジタルコヒーレント光トランシーバに関する標準化を推進する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化

提案活動を行い、実用化する開発成果の事業化に必要な標準の提案を行う。 

 

２．２  研究開発の実施体制 

（１）実施体制 

プロジェクト目標の達成には多くのブレークスルーが必要であることを考慮し、次のよ

うな観点から研究開発の実施体制を構築している。 

① それぞれの研究開発テーマについて最高のポテンシャルを有する研究者を企業・機

関のレベルを超えて結集させ、ドリームチームを結成する。 

② それぞれの研究開発テーマ間のみならず、実装基盤技術とシステム化技術の研究開

発テーマが相互に関連しあって目標とするシステムが構築されてゆくことから、相

互に緊密な連携をとって研究開発を推進できるようにする。 

③ 各企業・機関が所有する既存設備、ノウハウ等を有効に活用することにより、効率

的かつ効果的な研究開発を可能とするとともに、できるだけ効果的な資金配分を実

現する。 

④ 参加企業・機関が一体となって標準化推進を進めるとともに、本研究開発成果の実

用化・事業化をより確実なものとするため、国内外市場における事業戦略を策定し

つつ研究開発を推進できるようにする。 
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本プロジェクトの研究開発拠点と研究項目を図Ⅱ-2.2-1 に示す。本プロジェクトは技術

研究組合光電子融合基盤技術研究所（以下、ＰＥＴＲＡと略記する）にＮＥＤＯが委託し

て実施する事業である。プロジェクトの研究員は、ＰＥＴＲＡ組合員である日本電気株式

会社、富士通株式会社、沖電気工業株式会社、株式会社東芝、古河電気工業株式会社、日

本電信電話株式会社、ＮＴＴエレクトロニクス株式会社、独立行政法人産業技術総合研究

所(以下、ＡＩＳＴ)、および一般財団法人光産業技術振興協会からの出向者等によって構

成されており、集中研、集中研分室、分散研、本部において研究活動を行っている。 

ＰＥＴＲＡ集中研は、ＡＩＳＴ（つくば）に設置され、ＰＥＴＲＡ研究員がＡＩＳＴの

実験室、実験設備を活用し、集積デバイス技術、実装技術、回路設計技術等の研究開発を

推進している。ＰＥＴＲＡ集中研分室、ＰＥＴＲＡ分散研では、組合員各社の実験室にお

いて本研究開発に参加しているＰＥＴＲＡ組合員が保有する設備、ノウハウ等を活用しつ

つ、集積デバイス技術の一部、インターフェース技術、システム化技術についての研究開

発を推進している。ＰＥＴＲＡ本部では、光協会と協力しつつ国際標準化活動を実施する

とともに、本研究開発全体の一般事務を集中的に管理している。 

開発プロジェクトの実施者構成と各実施者の研究項目を図Ⅱ-2.2.-2 に示す。 

ＮＥＤＯ

プロジェクトリーダー
東京大学 教授 荒川泰彦

東京大学（東京）
研究項目：①-ⅱ

革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

指示・協議委託

集中研
研究実施場所：

産総研（つくば）
実施項目：
①-ⅰ
(a)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ実装技術
(b)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ集積ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術
(d)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ回路設計技術

②-ⅰ
(b)ﾎﾞｰﾄﾞ間接続機器、筐体間

接続機器のｼｽﾃﾑ化技術開発

横浜国立大学（横浜）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

京都大学（京都）
研究項目： ①-ⅱ

革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

東京工業大学（東京）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

早稲田大学（東京）
研究項目： ①-ⅱ
革新的ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

共同実施

分散研
研究実施場所：

富士通㈱（川崎）
日本電信電話㈱（厚木）
NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱（横浜）

実施項目：
①-ⅰ
(c)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

技術
②-ⅰ
（c)ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ間接続機器の

ｼｽﾃﾑ化技術開発

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（ＰＥＴＲＡ）

集中研分室
研究実施場所：
日本電気㈱（府中）
富士通㈱（厚木）
沖電気工業㈱（蕨）
㈱東芝（川崎）
日本電信電話㈱（厚木)

実施項目：
①-ⅰ
(b)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ集積ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

②-ⅰ
(a)ｻｰﾊﾞﾎﾞｰﾄﾞのｼｽﾃﾑ化

技術開発
(d)企業間ﾈｯﾄﾜｰｸ接続

機器のｼｽﾃﾑ化技術開発

本部
研究実施場所：

PETRA（東京）
実施項目：②-ⅱ

国際標準化

・参加企業/組織：日本電気㈱、富士通㈱、沖電気工業㈱、㈱東芝、古河電工㈱、日本電信電話㈱、
NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱、(独)産業技術総合研究所、一般財団法人光産業技術振興協会
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研究開発の全体を統括するプロジェクトリーダ（ＰＬ）の下に、研究開発項目を統括する

サブプロジェクトリーダ（ＳＰＬ）を研究開発項目①に５名、研究開発項目②に２名置い

ている。また、それぞれの研究開発項目をさらに細分化した研究開発テーマそれぞれにつ

いて、その内容について責任を持つテーマリーダ（ＴＬ）を置き、プロジェクト全体の運

営、研究開発進捗管理と迅速な意思決定、研究項目間の効果的な連携が可能になるように

全体の実施体制を構築している。 

本プロジェクトにおける研究総括責任者であるプロジェクトリーダは下記の役割を担い、

プロジェクト全体の運営を行っている。 

１．組織関係 

  （１）研究体（分室、集中研）の設置、廃止等の組織構成案の策定。 

  （２）研究体の研究サブリーダ等の選任と解任。 

２．予算関係 

  （１）各事業年度における予算配分の調整及び予算案の策定。 

３．研究計画・管理関係 

  （１）各研究体のサブプロジェクトリーダ、テーマリーダから構成される「マネジメン

ト委員会」、「技術委員会」を開催し、年間計画の策定や研究進捗状況の管理及び

総合調整を行う。 

ＮＥＤＯ

ＰＬ
東京大学 教授 荒川泰彦

研究開発テーマ
【革新的光源・光検出器技術】
東京大学（東京）

【革新的変調器技術】
横浜国立大学（横浜）

【革新的光配線技術】
京都大学（京都）

【革新的光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術】
東京工業大学（東京）

【革新的光ｽｲｯﾁﾝｸﾞﾃﾞﾊﾞｲｽ技術】
早稲田大学（東京）

研究開発テーマ
(a)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ実装技術

ＴＬ：蔵田和彦
(b)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ集積ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術

ＴＬ：森戸健
(d)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ回路設計技術

ＴＬ：青柳昌弘
研究実施場所： PETRA集中研

・産総研、つくば

(c)光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ技術
ＴＬ：尾中寛

研究実施場所： PETRA分散研
・富士通㈱（川崎）
・日本電信電話㈱（厚木）
・NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱（横浜）

研究開発テーマ
国際標準化
ＴＬ：増田 岳夫

研究実施場所：PETRA本部
PETRA（東京）

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（ＰＥＴＲＡ）

・参加企業/組織：日本電気㈱、富士通㈱、沖電気工業㈱、㈱東芝、古河電工㈱、日本電信電話㈱、
NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱、(独)産業技術総合研究所、一般財団法人光産業技術振興協会

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 ②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

①(i)実装基盤技術
ＳＰＬ：最上徹、森雅彦、

蔵田和彦、森戸健

②(i)システム化技術
ＳＰＬ：江部広治、尾中寛

①(ii)革新的デバイス技術
ＳＰＬ：岩本敏 ②(ii)国際標準化

研究開発テーマ
(a)ｻｰﾊﾞﾎﾞｰﾄﾞのｼｽﾃﾑ化技術開発
ＴＬ：江部広治

(b)ﾎﾞｰﾄﾞ間接続機器、筐体間
接続機器のｼｽﾃﾑ化技術開発
ＴＬ：稲坂純

研究実施場所： PETRA集中研分室
・富士通(株)（厚木）
・沖電気工業㈱(蕨）

(c)ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ間接続機器のｼｽﾃﾑ化
技術開発
ＴＬ：尾中寛

研究実施場所： PETRA分散研
・富士通㈱（川崎）
・日本電信電話㈱（厚木）
・NTTｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱（横浜）
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     また、ＰＥＴＲＡより３回／月程度の頻度でプロジェクトの進捗状況について報

告を受け、プロジェクト全体の進捗状況を把握する。 

  （２）ＰＥＴＲＡとともにプロジェクト成果の実用化計画を協議するともに、それを考

慮した研究開発計画を策定する。 

（３）年度毎のプロジェクト推進目標を策定し、これを管理／フォローアップを実施す

る。 

４．研究成果関係 

 （１）特許、論文、学会発表、標準化寄与文書、新聞発表、展示会出展等のプロジェク

ト成果の計画策定と実績の管理実施。 

５．その他 

  （１）プロジェクト活動の啓蒙・啓発事業として、ワークショップやシンポジウム等の

企画立案と実施。 

  （２）経済産業省、ＮＥＤＯ、大学等の各種関係会議やヒアリング等への対応及び総括。 

  

（２）共同実施 

研究開発項目①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発において研究開発を実施する革

新的デバイス技術については、その分野で先進的な取り組みを行っている東京大学（革新

的光源・光検出器技術）、横浜国立大学（革新的変調器技術）、京都大学（革新的配線技術）、

東京工業大学（革新的光エレクトロニクス技術）、早稲田大学（革新的光スイッチングデバ

イス技術）とＰＥＴＲＡが共同研究契約を締結し、研究開発を実施している。 

  

２．３ 研究の運営管理 

本プロジェクトは、ＦＩＲＳＴプログラムの一つである「フォトニクス・エレクトロニ

クス融合システム基板技術開発（ＰＥＣＳＴ）」と連携し、その技術成果を活用しつつ光電

子集積システムの実現に必要な基本技術要素を研究開発する①光エレクトロニクス実装基

盤技術の開発と、その技術要素を統合してシステムとして実現するための②光エレクトロ

ニクス実装システム化技術の開発が、相互にフィードバックを行いながら効率的、効果的

に研究開発を実施し、最大化された成果を生みだすとともに、成果を早期に実用化するこ

とを目的に運営されている。 

その目的の実現のため、次に示す組織体を構成し、プロジェクトを推進している（図Ⅱ

-2.3-1）。 

①プロジェクト運営に係る最高議決機関としてマネジメント委員会を設置。 

②プロジェクトテーマの研究開発を総合的に企画、調整する技術委員会を設置。 

③デバイス技術とシステム技術の研究内容、進捗について速やかなフィードバックを

行うとともに精度の高い研究開発工程管理を行うデバイス・システム統合会議を設置。 
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④大学と共同実施している革新的デバイス技術とＰＥＴＲＡ開発との連係について

企画、調整を行う革新的デバイス技術推進委員会を設置。 

⑤プロジェクト参加組合員による成果の効果的な実用化を実現するため、プロジェク

トの研究開発と参加組合員による実用化活動の方向性等について企画、調整する事業

化推進委員会を設置。 

⑥プロジェクト成果の早期実用化を実現するため、プロジェクトに指針を示し、サポ

ートを行う委員会として、国際標準化委員会、知財推進委員会を設置。 

また、新規市場の開拓を伴う本研究開発成果の実用化を促進するため、その実用化につ

いては、研究開発終了後の企業による実用化努力のみならず、研究開発途上でも実用化可

能な技術についてはバイプロダクトとして積極的に実用化を行なうこととしている。 

本研究開発の成果に係わる知的所有権の取得、権利の帰属、実施等に関するルールは、

「「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の研究開発事業に関する知

的財産権取扱規程」として、知財推進委員会にて策定され、運用されている。共同実施を

行っている大学における知的財産権の取扱いについても、ＰＥＴＲＡと個々の大学間で結

ばれる共同研究契約にて規定されており、それに基づいた運用がなされている。 

マネジメント委員会

知財推進委員会

国際標準化委員会

研究総括責任者
（PL)

事業化推進委員会

技術委員会

革新的デバイス技術推進委員会

①光エレクトロニクス

実装基盤技術

②光エレクトロニクス

実装システム化技術

革新的デバイス技術

基盤要素技術

国際標準化

システム化技術

デバイス・システム
統合会議



 
事業原簿 公開版 

27

なお、知的財産権取得規程、大学における知的財産権の取扱い規定の策定に当たっては、

未来開拓研究プロジェクトの目的の一つである成果の実用化による国益の実現を阻害する

ことが無いように、実用化時における必要な知的財産権の円滑な実施を可能とすることを

基本的な方針として事前に定めている。その結果、定められた知的財産取得規程は、プロ

ジェクト開始前に参加者が保有していた知的財産権の許諾に関する考え方や共同研究を行

っている大学が取得する知的財産権の補償等の取扱い等についても考慮されたものとなっ

ている。 

ＮＥＤＯと実施者とのディスカッション、情報交換を促進するために開催した会議等の

状況を表Ⅱ-2.3.-1 に示す。ＮＥＤＯはこれらの会議等を通じて、研究開発の進捗状況の確

認等を行うと共に、課題の共有や開発計画の見直し、加速資金の必要性、成果の実用化・

事業化等について実施者と議論を行い、プロジェクトマネジメントに活用している。また、

実施者間では、ＰＥＴＲＡ内の実施者間で行うデバイス・システム統合会議等で研究開発

状況、進捗などについて報告し、議論を行うことで緊密かつ効率的に研究開発を推進して

いる。 

 

２．４ 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

 プロジェクトの開始にあたり、ＮＥＤＯは経済産業省と共に光素子・光デバイス、光モ

ジュール、光通信等の光通信技術において強みを持つ企業、スパコン、サーバ、ストレー

ジ、コンピュータネットワーク等の情報処理関連装置技術等において、研究面、事業面で

共にトップレベルの強みを持つ企業が参加した事業の実施体制を構築し、光通信技術と情

報処理装置技術との深い融合を実現するために必要な研究開発とその成果の実用化の達成

に対する蓋然性を高めている。 

 また、プロジェクト参加企業等において事業化に深い知識を持つ人員を委員とし、必要

に応じてプロジェクト外部の有識者も交えて、プロジェクト成果の実用化・事業化につい

事業化戦略会議 項目 内容

出席者 ＮＥＤＯ、ＰＬ、実施者メンバー、経済産業省

2013年度実績 ３回

内容 成果事業化戦略、メンバー間連携戦略、新会社設立戦略、他

個別ヒアリング 項目 内容

出席者 ＮＥＤＯ、実施者メンバー

2013年度実績 ２５回

内容 実施者個別の実用化取組状況、研究開発進捗確認、他

全体ヒアリング 項目 内容

出席者 ＮＥＤＯ、ＰＬ、実施者メンバー、経済産業省

2013年度実績 ３回

内容 研究開発進捗・計画確認、実用化に向けた取り組み確認、他
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て継続的に議論を行う事業化推進委員会等を設置し、実用化の観点からプロジェクト成果

の実用化に求められる要件や事業化のための戦略等について議論を進めている。 

 プロジェクトで開発に取り組んでいる光電子融合技術は、汎用性の高い技術であり、適

用対象によっては途中段階の技術が十分有用な場合も想定されるとの認識で研究開発を行

っている。また、光電子融合技術は未だ存在しない市場を切り開くものであるため、その

普及には一定程度の時間も必要であることも予想される。従って、光電子融合技術のスム

ーズな普及をはかるため、経済産業省、ＮＥＤＯ、実施者間でプロジェクト成果の適用可

能性のある対象の探索に努めるとともに、実用化・事業化戦略に関して継続的な議論を実

施しており、研究開発途上でも実用化の可能な技術についてはバイプロダクトとして速や

かに実用化を図ることとしている。 

 また、研究開発成果の普及を促進しつつ国際競争力を確保するには、特許の取得と標準

化について戦略的に進める必要があるとの認識である。このため、知財推進委員会と国際

標準化委員会をプロジェクトに設置して、プロジェクトの実用化戦略と連携した知財戦略、

標準化戦略を策定し、プロジェクト成果のオープン化、クローズ化を実践している。標準

化への寄与文書（寄書）はプロジェクト開始後２年で３７件を提出している。また、技術

の実現性を示して標準化活動を支援するため、ＥＣＯＣ２０１３、ＯＦＣ２０１４等の主

要な国際会議において成果発表や、成果の展示を行った。ＯＦＣ２０１４での展示デモ風

景を図Ⅱ-2.4-1 示す。 

 連携プロジェクトであるＰＥＣＳＴの成果活用に関しては、両プロジェクトの連携会議

として設置されたガバニングボードにおいて、経済産業省、内閣府とともに協議を行い、

ＰＥＣＳＴで取得された知財や人材等を効果的に活用するための取り決め等について整備

を行った。 

 

 

 

※OFC: Optical Fiber Communication Conference and Exposition

OFC2014のPETRAブースと展示風景
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３． 情勢変化への対応 

 情勢変化への対応としては、下記のような取り組みを行っている。 

１）国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている要素技術の

研究開発成果に基づき、当初の計画を変更する形で、実施方針の変更や加速資金の

投入を実施し、光電子集積回路の大規模化プロセス技術、光トランシーバの省電力

化技術の技術開発を積極的に推進した。これまでの研究予算の推移を表Ⅱ-3-1 に示

す。 

 

 ２）国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、並びに

ロードマップ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開発レベルの

ベンチ・マーキングの見直しを定期的に行い、実施計画・方針等の変更に反映させ

ている。 

 

３）実用化の目処が見えた光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに実用化の準備を

進めている。 

 

４． 評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的

意義及び将来産業への波及効果等について、事業項目毎に、外部有識者による研究開発の

評価を実施する。具体的には本基本計画の対象期間においては、平成２６年度、平成２９

年度に評価を実施し、評価結果を踏まえ、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・

縮小や必要な体制の再構築などを含め、後年度の研究開発に反映することとしている。 

（単位：百万円）

2012年度 2013年度 2014年度 合計

当初予算額 2,800 2,375 2,777 7,952

契約額 2,800 2,453 2,999 8,252

◆加速財源投入実績 (2013年度)

件名
金額

(百万円)
目的 成果

ＬＳＩ搭載用大規模
光電子集積回路の
早期実証試作

３００

光配線で結ばれた複数のLSIが搭載さ
れた大規模光回路の作製プロセス技術
と光送受信技術の省電力化開発を前倒
しで開始し、大規模光回路実現の要件
を世界に先駆けて抽出し、技術・知財・

標準化等において競争優位を得る

従来の半導体技術では想定されていないサイズで光
回路作製するための要件を抽出し、その基本的プロ
セス技術を確立した。また、光トランシーバに関し、２
５Ｇｂｐｓの送受信動作で世界最高の省電力性能を実
現した。

経済産業省
直執行
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なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発

の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとしている。 
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Ⅲ.研究開発成果、及びⅣ．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

1. 事業全体の成果について 

 事業全体の成果については、研究開発項目間の関連性や事業化、実用化に向けた最終システムのイメ

ージに合わせ、実施方針の研究開発項目を一部再構成して説明する。表Ⅲ-1-1 に示すように「①光エレ

クトロニクス実装基盤技術の開発」の中を「1-1 基盤要素技術」と「1-2 革新的デバイス技術」に大きく

括り、「②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」は「2 システム化技術」の下に「2-1 光電子

集積サーバシステム」、「2-2 光電子集積光通信システム」と「2-3 国際標準化」を置いている。「2-2 光電

子集積光通信システム」の中に、実施方針では「①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」の中にあ

る「（ⅰ）実装基盤技術(c)光エレクトロニクスインターフェイス技術」を含め、「2-2-1 データセンタ間接

続機器」としてまとめた形にしている。 

 

           表Ⅲ-1-1 成果のまとめの構成と実施方針の研究開発項目 

 
 

研究開発成果については、知的財産権等と標準化活動で、図Ⅲ-1-1 に示す取り組みを行っている。ま

た研究開発成果のまとめと成果の普及として、学会活動や展示会を表Ⅲ-1-2 にまとめて示す。 

  

実施方針の研究開発項目発表説明の研究開発項目

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発

（ⅰ）実装基盤技術
（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術

(a)光エレクトロニクス実装技術

（d）光エレクトロニクス回路設計技術

（ⅱ）革新的デバイス技術

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

（ⅰ）システム化技術
（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器の

システム化技術開発
(a)サーバボードのシステム化技術開発

（ⅰ）実装基盤技術
（ｃ）光エレクトロニクスインターフェイス技術

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発
（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発

（ⅱ） 国際標準化

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発

１－１ 基盤要素技術
１－１－１ 光エレクトロニクス集積デバイス技術

１－１－２ 光エレクトロニクス実装技術

１－１－３ 光エレクトロニクス回路設計技術

１－２ 革新的デバイス技術

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発

２．システム化技術
２－１ 光電子集積サーバシステム

２－２ 光電子集積光通信システム

２－３ 国際標準化
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          図Ⅲ-1-1 知的財産権等と標準化への取り組み 

 

          表Ⅲ-1-2 事業全体の成果と成果の普及 

年度 

（平成） 
特許 

外国出願 

（内数） 
論文等

国際/国内学会発表

（解説記事を含む） 

標準化 

寄与文書 

新聞 

発表 
主要展示会

計 36 13 6 52 37   7  4 

 

初めに、本プロジェクトの開発テーマと各テーマの技術開発項目の関係を図Ⅲ-1-2 に示す。大きくは

①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニクス実装システム技術に分かれている。基盤技

術開発と実用化・事業化に向けたシステム化技術を並行・連動開発することによって、相互に研究開発

の進捗状況や方向性の確認を行い、効率的な研究開発を行うようにしている。 

また、研究開発の進捗状況をまとめたものを表Ⅲ-1-3、表Ⅲ-1-4、表Ⅲ-1-5、表Ⅲ-1-6、表Ⅲ-1-7 に示

す。達成度については、当初の計画を前倒しで達成し、近々の事業化の目処がついたテーマを右欄に大

幅達成として◎で示している。 

  

 知財規程の制定。内閣府・最先端の知財を継承。

 プロジェクトIPは原則としてPETRAが管理し、参加企業保有
のIPは、本成果の事業化推進のために実施許諾を前提

 事業適合性判定(日本知財仲裁センター弁理士、弁護士23組)
で、上記知財が国内関連特許(約15万件)に対し、｢有効｣裁定

オープン・ブラックボックス戦略

 国際標準化： 光と電気のインターフェースの構造的な仕様

 特許化： コア技術であるシリコンフォトニクスによる集積光回路
と実装構造

 ノウハウとしてブラックボックス化： 主要実装構造の特許化と、
製造方法を、固有の実装装置内に封じ込め、ブラックボックス化

知財マネジメント

（H25年10月）
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              図Ⅲ-1-2 技術開発項目の関係 

 

           表Ⅲ-1-3 光エレクトロニクス実装基盤技術の進捗状況 1 

 

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発
1-1 基盤要素技術

テーマ H26年末中間目標 主な成果状況
達成
度

1-1-1
光エレクトロニク
ス集積デバイス
技術

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容
量信号伝送を実現する基盤要素技術を確立。低コ
スト化のための光素子の集積化技術と導波路技術
を確立。

5mm角で並列25Gbps×12chの送信・受信素子を開発、
帯域密度で世界最高。世界最高の広帯域・平坦な4波
長合分波器の多重化技術を開発し、大容量伝送の基
盤要素技術を確立。世界初のシリコン上小型リング
レーザの10Gbps動作達成と、世界最高の低損失シリコ
ン導波路(0.5dB/cm)を実証、低コスト化技術を確立。

○

1-1-2
光エレクトロニク
ス実装技術

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍ
ｍ角のポリマー光配線を形成した光電子ハイブリッ
ド回路基板を開発し、光入出力を持つLSIを実現す
るための基盤技術を確立。

既存の1/3の消費電力5mW/Gbps、25Gbps/ch、サイズ
5mm角の光トランシーバを実証(世界一の帯域密度：
1.2Tbps/cm2)。
96芯ポリマー光回路を持つ50mm角の光電子ハイブリッ
ド回路基板を開発、1300nm帯の波長で25Gbps信号伝
送を実証（世界初）、基盤技術を確立。

○

1-1-3
光エレクトロニク
ス回路設計技術

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装シ
ステム統合設計環境の基本構成を構築し、統合設
計を行う基本的なフローの実証。光デバイス設計
の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能
な電子・光連携TCADの基本構造を確立。

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システ
ム統合設計環境の基本構成を開発し、統合設計を行う
ための基本的な実証フローを構築。また、光デバイス設
計の基盤技術として、光変調器等の開発に適用可能な
電子・光TCADと電磁界シミュレータFDTDの連携機能を
強化し基本構造を確立。

○

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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           表Ⅲ-1-4 光エレクトロニクス実装基盤技術の進捗状況 2  

 

          表Ⅲ-1-5 光エレクトロニクス実装システム化技術の進捗状況 1 

 

①光エレクトロニクス実装基盤技術の開発
1-2 革新デバイス技術

テーマ H26年末中間目標 主な成果状況
達成
度

[革新的光源・光
検出器技術]

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開
発を進め、シリコン導波路結合型単チャンネル量子
ドットレーザを実現。超高感度受光器の基盤技術と
して受光器における暗電流抑制効果を実証。

シリコン基板上量子ドットレーザの高温動作(110℃ま
で）を実現。導波路構造上での量子ドットレーザの実
現に成功（導波路結合：26年10月達成見込み）。また、
プラズマ酸化で形成したGe酸化膜パッシベーションに
よるGe受光器の暗電流低減を実証。基板貼り合せに
より高品質Ge層をSi基板上に集積することに成功。

○

[革新的光変調
器技術]

光電子集積サーバに使用する光電子集積インター
ポーザの光変調器の超小形化を可能とする新原理
に基づく変調器として、10Gbps程度の高速動作を実
現。

フォトニック結晶スローライト変調器を製作し，長さ
100µm以下，電圧2V以下，消光比3dB以上の10Gbps
変調を実現。同様の変調が25Gbpsでも得られる見通
し。

○

[革新的光配線
技術]

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めるこ
とできる３次元光配線技術において、層間方向への
伝搬機能が可能であることを実証。

3次元フォトニック結晶の[110]方位導波路を用いること
で帯域幅150nmの層間伝搬が可能であることを実証。
また2次元フォトニック結晶共振器において光子寿命
7.5ns、Q値900万を達成。

○

[革新的光エレク
トロニクス回路
技術]

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高
効率化を行い、複数の光増幅器が並ぶアレイデバ
イスを実現。

リング共振器装荷型半導体レーザの発振を達成し、
光増幅器アレイの利得も確認。中間目標に向け効率
を向上（H26年12月達成予定）。

○

[革新的光スイッ
チングデバイス
技術]

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能
とする導波路クロスバー型をベースとした超小型光
スイッチを試作し、スイッチング動作を実証し、超高
速光信号処理デバイス実現にむけた基本的な論理
動作を実現。

シリコン光スイッチのための交差導波路の基本的な導
波特性を達成。超高速光信号処理用量子ドット光増幅
器で約30dBの高利得、約100fsの高速応答を達成。集
積化のための組成混合によりリング共振器を実現。

○

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発
2-1 光電子集積サーバシステム

テーマ H26年末中間目標 主な成果状況
達成
度

2-1-1
ボード間接続機
器、筐体間接続

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブ
ル（AOC）を完成させ、筐体間接続における実用
性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、
光トランシーバとロジックLSI間の電気伝送に関す
るインターフェース仕様を決定。

AOC内に小型光トランシーバ（光IOコア）を内蔵するため
の実装／光接続構造／冷却機構の開発完了。筐体間
の25Gbpsでの光伝送を実証予定（H27年3月）。市場の
AOC標準化動向に準じたLSIとの25Gbps高速電気イン
ターフェース仕様を決定。

○

2-1-2
サーバボードの
システム化技術

光電子集積技術を最大限に活かすために光イン
ターコネクションに要求される伝送スペック（変調
速度、多重度、チャンネル数など）、および、光電
子インターポーザの回路冷却に関する基本要件
を明確化。

また、光電子集積インターポーザと積層型スト
レージチップ実装基板からなるハイブリッド型の光
インターフェース付きSSDを試作し、標準ストレー
ジインターフェースによる光接続動作を検証。

25Gbps×4ch、12chを光IOコアに集積する基本スペッ
クを決定。LSIとの25Gbpsの高速電気信号の伝送仕様、
光電子集積インターポーザとしての冷却構造の基本要
件を決定。

総帯域Tbps超級の大容量信号を高密度伝送
（800Gbps/cm）可能なCPU間光インターコネクトの基本
要件は、CPUパッケージ基板上に光IOを搭載であること
を明確化。CPU間の高密度伝送を想定した動作実証機
を試作し、25Gbps動作を実証。

光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ型
ＳＳＤからなるハイブリッド型光Ｉ/O付きSSDを試作し、標
準ストレージインターフェースによる光接続動作を検証。

○

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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          表Ⅲ-1-6 光エレクトロニクス実装システム化技術の進捗状況 2 

 
 

          表Ⅲ-1-7 光エレクトロニクス実装システム化技術の進捗状況 3 

 

  

テーマ H26年末中間目標 主な成果状況
達成
度

2-2-1
データセンタ間
接続機器のシス
テム化技術

100Gbps動作に対応するDSP-LSIと集積光送
受信デバイスの試作。
それらを用いたトランシーバを試作し、デバイス
制御動作を検証するとともに改良・完成度向上
に向けた指針・フィードバック事項を抽出。

世界初の20nmプロセスによる100Gbps動作のDSP-LSIを
設計・試作し、良好な動作を確認。

従来比で、容積1/2以下の小型光源パッケージ、容積1/3
以下の光受信器モジュール化技術を確立。

プラガブルCFPタイプの100Gbpsデジタルコヒーレントトラ
ンシーバを試作し、従来比で容積1/2以下の小型化と従来
比1/3となる低消費電力化を実現。完成度向上に向けパラ
メータ最適化指針を得。データセンタ間を想定した70kmか
ら840kmの伝送実験を行い、エラーフリー動作を確認。

上記のデバイス・トランシーバの早期事業化予定

◎

2-2-2
企業間ネット
ワーク接続機器
のシステム化技
術

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて
1.25Gbpsの一芯双方向光トランシーバを実証。

双方向WDMフィルタは，1310nm帯アイソレーションでGE-
PON規格を達成。アイソレータフリー光源は、伝送特性、反
射戻り光耐性共にGE-PON規格を達成。双方向光トラン
シーバ用集積チップの作製は平成26年度末に試作･評価
を完了予定。

○

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発
2-2 光電子集積光通信システム

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達

テーマ H26年末中間目標 主な成果状況
達成
度

2-3
国際標準化

光インターコネクトに関する標準化団体
（OIF(Optical Internetworking Forum)、IEEE802.3
（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））
に参画し、「キーメンバーコミュニティー」おけるプ
レゼンスを確立する。

また、100Gbpsデジタルコヒーレント光トランシー
バに関する標準化を推進。

Optical Internetworking Forum(OIF）及びIEEE802.3の
標準化に参加し、提案活動を通じてPETRAのプレゼンス
を確立。国内外主要ベンダーと共同でLSIと小型光トラン
シーバのインタ-フェース仕様策定に参画。

100Gbpsデジタルコヒーレント光トランシーバに関する
標準化については、OIFにおいて4インチx5インチ
MSA(Multi-Source Agreement)トランシーバの標準化提
案を行い、標準化文書(IA: Implementation Agreement) 
のエディタを担当。同文書の発行(2013年8月)により標準
化に成功。OIFでは、これまでに31件の寄書提案を行い、
100Gbpsデジタルコヒーレント技術の標準化を主導。

○

②光エレクトロニクス実装システム化技術の開発
2-3 国際標準化

達成度：◎大幅達成、○達成（年度内達成見込みも含む）、△達成遅れ、×未達
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2. 研究開発項目ごとの研究開発成果と実用化・事業化に向けての見通し及び取組みについて 

 

 以降に、①光エレクトロニクス実装基盤技術と②光エレクトロニクス実装システム化技術の個別テー

マごとの研究開発成果と、実用化・事業化に向けての見通し及び取組みについて簡単にまとめた図面を

添付する。 

まず、図Ⅲ-2-1 に開発テーマの位置づけを示す。 

 

2.1 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

 二つのテーマ 1-1 基盤要素技術と 1-2 革新デバイス技術に分けて示す。 

 1-1 基盤要素技術： 

 図Ⅲ-2-1-1： 1-1-1 光エレクトロニクス集積デバイス技術 多並列/多重化 

 図Ⅲ-2-1-2： 1-1-1 光エレクトロニクス集積デバイス技術 高密度・低コストインターポーザ技術 

                            プロセス統合化基盤技術 

図Ⅲ-2-1-3： 1-1-1 光エレクトロニクス実装技術 超小型光トランシーバ実装技術(光 I/O コア) 

図Ⅲ-2-1-4： 1-1-2 光エレクトロニクス実装技術 光電子ハイブリッド回路基板技術 

図Ⅲ-2-1-5： 1-1-3 光エレクトロニクス実装技術 光エレクトロニクス回路設計技術 

1-2 革新的デバイス技術： 

図Ⅲ-2-1-6：革新的光源技術と革新的検出器技術 

図Ⅲ-2-1-7：革新的変調器技術、革新的光配線技術、革新的光エレクトロニクス回路技術および 

革新的光スイッチング技術 

 

2.2 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

システム化技術として、2-1 光電子集積サーバシステム、2-2 光電子集積光通信システムと 2-3 国際標

準化に分けて示す。 

 2-1 光電子集積サーバシステム： 

 図Ⅲ-2-2-1： 2-1-1 ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術 

 図Ⅲ-2-2-2： 2-1-2 サーバボードのシステム化 CPU 間光インターコネクト 

 図Ⅲ-2-2-3： 2-1-2 サーバボードのシステム化 CPU/記憶素子間の光接続 

 2-2 光電子集積光通信システム 

 図Ⅲ2-2-4(a),(b)： 2-2-1 データセンタ間接続機器 

 図Ⅲ2-2-5： 2-2-2 企業間ネットワーク接続機器 

 2.-3 国際標準化 

 図Ⅲ2-2-6： 2-3 国際標準化 
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（添付資料） 

 

（Ａ）プロジェクト基本計画 

 
 プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ

と表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に掲げるプロジェクトの基本

事項を定めたものである。 
① プロジェクトの目的、目標及び内容 
② プロジェクトの実施方式 
③ 研究開発の実施期間 
④ 評価に関する事項 
⑤ その他の重要事項 
 

 基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外の研究開発動

向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究体制、当該研究開発の進捗

状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更する。 
 本プロジェクト「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」の基本計画1を次ペー

ジ以降に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
1 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画： 
http://www.nedo.go.jp/content/100541934.pdf 
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Ｐ１３００４ 

 

「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」基本計画 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

１． 研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

クラウドコンピューティングの進展によりデータセンタなどにおける情報処理量や通信トラフ

ィックが指数関数的に増大しており、今後も情報量の増大が予測されている。現状技術の延長で

はデータ伝送に係る電力消費量は増加し続け、平成３７年には４倍の２５００億 ｋＷｈ（現在の

国内電力消費量全体の４分の１）に膨らむと見込まれている。このため、情報処理機器・装置の

低消費電力化と高速化を両立できる技術の開発を進める必要がある。 

 

②我が国を取り巻く状況 

電子機器に用いられている電気配線では、データ伝送量や伝送距離の増加に伴い信号伝送の損

失が大きくなるのに対して、光配線によるデータ伝送では、それらが増大しても損失は一定であ

り、消費電力の増加は極めて小さいというメリットがある。そのため、光配線技術は半導体分野

の主要なグローバル企業が次世代のデータセンタなどの低消費電力化・高速化技術として有力視

しており、開発競争が繰り広げられている。 

 

③本事業のねらい 

本研究開発は、情報通信機器の省電力化と高速化を目的に、電子機器の電気配線を光化する光

配線技術と電子回路技術を融合させた光エレクトロニクス実装システム技術を実現する基盤技術

を確立することを目指す。 

本研究開発により、世界市場の約５割を占めてきた光半導体分野における我が国産業界の国際

優位性を維持するとともに、光エレクトロニクスを用いた新たなコンピューティング市場におい

て我が国が競争力を獲得し、さらには半導体産業、回路基板産業やそれらをシステム化したサー

バ、ルータ等の情報通信機器産業など幅広いエレクトロニクス産業の活性化にも資する。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

本研究開発では、電子機器のデータ伝送に関して、電気配線を用いる場合に比べて１／１０

の低消費電力化と通信速度あたりの面積比で１／１００以下の小形化を実現し、電気配線を用

いたサーバボードに比べて消費電力を３割削減でき、データセンタレベルでの運用が可能な光

電子融合サーバを実現するための構成要素技術を確立することを目標とする。また、開発成果

の一部は研究開発の進捗に合わせ、順次、実用化し、光配線と電子回路を融合させた光エレク

トロニクス市場の創出と開拓を目指す。 

個々の開発項目における中間および最終目標に関しては、別紙を参照のこと。 
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②アウトカム目標 

本事業で開発される技術を、サーバ、データセンタ、ネットワーク機器等に適用し、普及さ

せることにより、平成３２年には年間約１６０億ｋＷｈ、平成４２年には年間約１３００億ｋ

Ｗｈの電力削減が見込まれる。また、市場創出効果として３０００億円程度が期待される。 

 

（３）研究開発の内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、研究

開発を実施する。 

【委託事業】 

研究開発項目① 光エレクトロニクス実装基盤技術の開発 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

研究開発項目② 光エレクトロニクス実装システム化技術の開発 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

（ⅱ）国際標準化 

 

 本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな基盤的技術に対して、産官学の複数事業

者が互いのノウハウなど持ち寄り、協調して実施する事業であり、委託事業として実施する。 

 また、開発成果の社会への浸透を図るため、成果の一部は、開発段階に合わせて順次実用化する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを創出する未来開拓研究プロジェ

クト「光エレクトロニクス」において実施されるものであり、事業開始から６年間の研究開発実施

者を経済産業省が平成２４年度に企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施

者を含む）から公募によって選定し、共同研究契約等を締結する研究体を構築して開始したもので

ある。 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）が本研究開発

の運営・管理を承継するに当たっては、その時点までの進捗状況を踏まえて研究開発を実施する。  

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者

と密接な関係を維持しつつ、事業の目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照らして適
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切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、技術推進委員会等における外部有識者の意

見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度事業の進捗について報告を受けること等により進

捗の確認及び管理を行うものとする。 

 

３．研究開発の実施期間 

経済産業省は、未来開拓研究プロジェクト「光エレクトロニクス」の事業期間として平成２４年度

～平成３３年度（１０年間）を予定し、平成２４年度～平成２９年度までの６年間の実施体制を公募

した。 

これを受け、ＮＥＤＯは平成２５年度から平成２９年度までの５年間の基本計画を策定し、研究開

発を実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義及び将

来産業への波及効果等について、事業項目毎に、外部有識者による研究開発の評価を実施する。具体

的には本基本計画の対象期間においては、平成２６年度、平成２９年度に評価を実施し、評価結果を

踏まえ、経済産業省と相談のうえ、事業の延長・加速・縮小や必要な体制の再構築などを含め、後年

度の研究開発に反映することとする。 

なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況

等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト内で速や

かに共有した後、ＮＥＤＯおよび実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 

②標準化との連携 

 得られた研究開発の成果については、成果のグローバル展開に向けてオープン／クローズド

戦略に基づき事業戦略と一体となった国際標準化を進める。また、諸外国に先んじて国際標準

を獲得するため、国際標準提案に係る戦略的かつ迅速な国際標準獲得活動を実施する。 

 

③知的財産権の帰属 

 委託研究開発の成果にかかわる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、

すべて委託先に帰属させることとする。 

 また、推進体制を構成する企業等が相互に連携しつつ、研究開発及び事業化を効果的に推進

するために、知的財産管理規定等を定めることを求める。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の研究開発動向、

政策動向、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総

合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとす
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る。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第１号

ニに基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２５年３月制定。 
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（別紙) 研究開発計画 

 

研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

データセンタなどにおける情報処理量や通信トラフィックの指数関数的な増大とそれにともなう消

費電力の増加に対応するため、情報通信機器・装置の低消費電力化と高速化を両立できる技術の開発

を進める必要がある。 

本研究開発では、上記問題を解決する、電子機器の電気配線を光化した光配線技術と電子回路技術

を融合させた光エレクトロニクス実装システム技術の根幹となる、光電子集積インターポーザ、光電

子ハイブリッド回路基板等を実現するための構成要素技術として、以下の技術開発を行う。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

電気配線と光配線が融合した光電子ハイブリッド回路基板の作製技術、高密度の光・電気のイ

ンターフェースを備えた光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板に実装する

ための実装技術とインターフェース技術、および、高信頼、低コスト化を実現する設計・方式・

製造装置を開発する。また、光電子集積インターポーザとＬＳＩを接続するインターフェース技

術、および光電子ハイブリッド回路基板間を接続する高集積コネクタ技術を開発する。さらに汎

用電気インターフェースに対応した光素子駆動アナログ電子回路を開発し、ロジックＬＳＩに搭

載するためのアナログ電子回路技術の開発を行う。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

光トランシーバや光電子集積インターポーザ等を実現する基盤技術として、光導波路、光源、

光変調器、受光器、光入出力素子、合分波器などの超小型要素光素子を開発すると共に、これら

を高密度集積する技術を開発する。また、光信号の並列化、多重化、多値化についても検討を行

い、インターポーザ上での大容量信号伝送技術を開発する。さらに、ロジック、メモリ等の電子

回路チップの搭載が可能で、光トランシーバを高密度に集積した、低消費電力で低コストな光電

子集積インターポーザを形成する基盤技術の開発を行う。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間接続、データセンタ間接続に向けた、１００Ｇｂｐｓの伝送容

量を持つデジタルコヒーレント送受信モジュール実現のための信号処理回路と光回路に関する

基盤技術を開発する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術開発 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路の設計技術に関し、光、

電子、それぞれの回路の最適設計を効率的に行うための統合設計環境を実現する基盤技術を開発

する。さらに、本統合設計環境を本事業内の研究チームで利用可能とするための支援体制、スキ

ームを整備する。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向け、シリコン基板上量子ドットレー

ザ技術とその集積化技術の開発を行うとともに、高感度受光器に関する技術開発を行う。 
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[革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けた光制御技術として、新原理に基づく

次世代光変調器を開発する。 

[革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けた光配線基盤技術として、フォトニッ

クナノ構造等を用いた光配線技術の開発を行う。 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基

盤技術として、サーバ回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術、

およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に

向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブリ

ッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

 

３．達成目標 

 光電子集積インターポーザ、光電子ハイブリッド回路基板、および、それぞれの要素技術を組み込

んだデバイスの集積化技術を開発することにより、電気配線の１／１０の低消費電力化・高速化（１

ｍＷ／Ｇｂｐｓ）を達成する目処を得るとともに、１／１００以下の小形化実現のための要素技術を

確立する。また、機器間光インターフェースにおいて、１００Ｇｂｐｓ／ｃｈの高速伝送及び現状の

光トランシーバモジュールの消費電力（３００Ｗ程度）を１／５～１／１０まで低減できる低消費電

力化技術を実現する。 

各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）実装基盤技術 

（ａ）光エレクトロニクス実装技術 

多数の光デバイス・電子デバイスが搭載されたシリコンフォトニクスによる光電子インターポ

ーザおよび光電子インターポーザを搭載した光電子ハイブリッド回路基板を実現するための基

盤技術を開発する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型の高速・低消費電力光トランシーバと数十ｍｍ角のポリマー光配線を形成した光電子ハ

イブリッド回路基板を開発し、光入出力を持つＬＳＩを実現するための基盤技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

５ｃｍ×５ｃｍ程度の光電子ハイブリッド基板上にＬＳＩを搭載するモジュール化技術を確

立し、ＬＳＩモジュールでの高速光インターコネクトを実現する。 

（ｂ）光エレクトロニクス集積デバイス技術 

 超高速のデータ伝送を行う光電子集積インターポーザを実現するため、シリコンフォトニクス

技術を用いた光集積回路技術を開発するとともに、ロジックＬＳＩ、メモリＬＳＩ、光デバイス

等を光電子集積インターポーザ上に高密度集積するための集積化技術を実現する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光信号の並列化技術、多重化技術を開発し、大容量信号伝送を実現するための基盤要素技術

を確立する。また、低コスト化のための光素子の集積化技術と導波路技術を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 
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多数の光素子を集積した光電子集積インターポーザの大容量伝送を実現するための基盤集積

技術を確立する。 

（ｃ）光エレクトロニクスインターフェース技術 

大規模データセンタ内の筐体間、データセンタ間の大容量通信を可能とする小型デジタルコヒ

ーレント光トランシーバに必要な信号処理回路、光回路技術を平成２８年度までに確立する。   

【中間目標】（平成２６年度末） 

１００Ｇｂｐｓ動作に対応するＤＳＰ－ＬＳＩと集積光送受信デバイスの試作を行い、基本

性能評価と問題点の抽出を行う。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩ最終プロトタイプを実現するとともに、データセンタ間通信向け

低消費電力１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光トランシーバを実証するための要素技術を

確立する。 

（ｄ）光エレクトロニクス回路設計技術 

光回路技術と電子回路技術を融合した新しい光エレクトロニクス回路を効率的に設計するた

めの光エレクトロニクス統合設計環境を実現し、プロジェクト内での活用を可能とするとともに、

本プロジェクト成果事業化時に適用できる効率的な設計フロー構築のための基盤技術を確立す

る。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

マルチフィジクス対応の光エレクトロニクス実装システム統合設計環境の基本構成を構築し、

統合設計を行うための基本的なフローの実証を行う。また、光デバイス設計の基盤技術として、

光変調器等の開発に適用可能な電子・光連携ＴＣＡＤの基本構造を確立する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光デバイス設計用電子・光連携ＴＣＡＤと光電子集積インターポーザの設計を可能とする統

合設計環境を連携させ、基本実装構造に関するデータベース（デザインキット）を整備し、光

電子集積インターポーザを効率的に設計可能とする。 

 

（ⅱ）革新的デバイス技術開発 

 光電子集積サーバの高性能化を可能とする光電子集積デバイスの小形化・低消費電力化・高性能

化を非連続的に実現できる、挑戦性の高い革新的デバイス技術として、以下の技術開発を実施する。

なお、当該技術開発に関しては、その開発の性質等を考慮し、技術開発の進捗度、本研究開発事業

内での展開の可能性等の観点から、必要に応じて見直しを適宜実施するものとする。 

[革新的光源・光検出器技術] 

光電子集積インターポーザの光源、受光器の高性能化に向けてシリコン基板上量子ドットレ

ーザ技術とその集積化技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

温度安定シリコン上量子ドットレーザの基盤技術開発を進め、シリコン導波路結合型単チャ

ンネル量子ドットレーザを実現する。また、超高感度受光器の基盤技術として受光器における

暗電流抑制効果を実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバ用の集積化光源への展開に向け、量子ドットレーザアレイを実現するとと

もにシリコン系基板上に直接成長した量子ドットレーザを試作する。また、導波路型受光器に

おける暗電流抑制技術を実現する。これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展
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開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化する。 

 ［革新的光変調器技術］ 

光電子集積インターポーザの光変調器の高性能化に向けて、新原理に基づく次世代超小型光変

調器の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバに使用する光電子集積インターポーザの光変調器の超小形化を可能とする

新原理に基づく変調器として、１０Ｇｂｐｓ程度の高速動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

超小型高速変調器としてＬＮ変調器を凌駕する実用性能を得る。また、これらの検討を通じ

て、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課題を明確化

する。 

 

［革新的光配線技術］ 

光電子集積インターポーザの光導波路の高機能化に向けたナノスケール光配線基盤技術とし

て、フォトニック結晶構造等を用いた信号伝搬制御等に関する高度な光配線技術の開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積サーバの配線密度を飛躍的に高めることできる３次元光配線技術において、層間

方向への伝搬機能が可能であることを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

３次元光配線技術として垂直方向と水平方向の伝搬機能の統合を実現する。また、これらの

検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に対する課

題を明確化する。 

 

[革新的光エレクトロニクス回路技術] 

光電子集積インターポーザの光回路を高機能化する機能可変型光エレクトロニクス回路の基

盤技術として、光回路の再構成を可能とする光フィールドプログラマブルゲートアレイ技術、

およびそのための要素デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

ハイブリッド回路基板上における半導体レーザの高効率化を行うとともに複数の光増幅器が

並ぶアレイデバイスを実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

異なる機能の光回路を同一回路基板上に集積し、光ＦＰＧＡコンセプトを実証する。また、

これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとともに事業化に

対する課題を明確化する。 

 

[革新的光スイッチングデバイス技術] 

大規模光電子集積インターポーザで実現されるサーバ回路におけるデータ通信の高効率化に

向け、ＣＰＵ間等の効率的なデータ転送を可能とする光ルーティング技術実現のためのハイブ

リッド集積光スイッチングデバイス技術、超高速集積光信号処理デバイスの開発を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

サーバ回路におけるデータ通信の高効率化を可能とする導波路クロスバー型をベースとした

超小型光スイッチを試作し、スイッチング動作を実証するとともに、超高速光信号処理デバイ
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ス実現にむけた基本的な論理動作を実現する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光スイッチマトリクスの低電力化、光信号処理デバイスの１０Ｇｂｐｓ程度での動作を実証

する。また、これらの検討を通じて、光電子集積サーバ技術への技術展開の見通しを示すとと

もに事業化に対する課題を明確化する。 

  



 
（Ａ）プロジェクト基本計画－11 

事業原簿 公開版 

研究開発項目②「光エレクトロニクス実装システム化技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで目指す小型、高速、低消費電力の光電子融合サーバを実現するには、それに適し

たシステムアーキテクチャを見出すとともに、運用信頼性のある実用性の高い技術の開発が必要であ

る。 

本研究開発では、光配線導入による低消費電力化や高速化などのメリットを生かすサーバ等のシス

テムアーキテクチャの要件・課題を抽出し、研究開発項目①「光エレクトロニクス実装基盤技術の開

発」の要素技術を用いてシステムを構築するための基盤技術を開発する。これにより、システムの実

用性を検証するとともに、要素技術開発にフィードバックすることで、完成度の高い技術の効率的な

開発を実現する。 

 

２．具体的研究内容 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

データセンタレベルでの運用が可能な、多種のＬＳＩを高密度集積した光電子集積インターポ

ーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した、小型・高速動作・低消費電力光電子融合サー

バボードを実現するための基盤技術を開発する。また、高速ストレージインターフェースに適応

する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイスを搭載した光インターフェース付き大

容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光送受信システムを内蔵し、光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバを開発し、

アクティブ光ケーブル (ＡＯＣ）を実現する。さらに、光トランシーバを集積した光電子ハイブ

リッド回路基板上に、既存ロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩを開発する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ間接

続用光トランシーバの実現を目的に、高周波実装回路技術と、変調器／ドライバ、受信フロント

エンド等のデバイス制御技術を確立し、小型で低消費電力の１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレン

ト光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いたアクセスネットワーク用集積光エレクトロニクスチップ

を開発し、企業間ネットワーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバのシステム

化技術を確立する。 

 

（ⅱ）国際標準化 

 国際競争力を確保するために、諸外国での同種の研究開発プロジェクトの現状を分析するとともに、

プロジェクトの進展状況を踏まえ、成果の優位性を保つために国際標準化を積極的に推進する。 

 

３．達成目標 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルの運用が可能な、

多種のＬＳＩを高集積化した小型・高速動作・低消費電力な光電子融合サーバボード等を実現するた

め基盤技術を開発し、光電子融合サーバボード実現のための目処を得ることを目標とする。また、順

次実用化する開発成果の事業化に必要となる国際標準の提案を行う。 
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各開発項目は開発期間を二期に分け、それぞれの期間で目標を定めて技術開発を行う。 

（ⅰ）システム化技術 

（ａ）サーバボードのシステム化技術開発 

電気配線を用いたサーバボード比で消費電力が３割削減でき、データセンタレベルでの運用が

可能な光電子集積サーバボード実現のための基盤技術を開発する。多種のＬＳＩが高密度集積し

た光電子集積インターポーザを光電子ハイブリッド回路基板上に搭載した小型・高速動作・低消

費電力光電子集積サーバボードを実現するための課題抽出を行い、課題解決の目処を得る。また、

高速ストレージインターフェースに適応する光インターフェースと大容量高速ＮＡＮＤデバイ

スを搭載した光インターフェース付き大容量ＳＳＤを実現するための基盤技術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光電子集積技術を最大限に活かすために光インターコネクションに要求される伝送スペック

（変調速度、多重度、チャンネル数など）、および、光電子インターポーザの回路冷却に関する

基本要件を明らかにする。また、光電子集積インターポーザと積層型ストレージチップ実装基

板からなるハイブリッド型の光インターフェース付きＳＳＤを試作し、標準ストレージインタ

ーフェースによる光接続動作を検証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

光電子集積サーバボードにおける伝送機能の主要部分からなる送受信部を試作し、要求スペ

ックを満たす光伝送を実証する。また、光電子集積インターポーザに積層型のストレージチッ

プを実装した光インターフェース付ＳＳＤ技術を確立する。 

（ｂ）ボード間接続機器、筐体間接続機器のシステム化技術開発 

光ケーブルと電気コネクタを実装した光トランシーバによるアクティブ光ケーブルの実現と、

光トランシーバとロジックＬＳＩを実装した光ケーブル付きＬＳＩの実現に向け、次の開発を行

う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

小型光トランシーバを搭載したアクティブ光ケーブル（ＡＯＣ）を完成させ、筐体間接続に

おける実用性を実証する。また、標準化動向を考慮しながら、光トランシーバとロジックＬＳ

Ｉ間の電気伝送に関するインターフェース仕様を決定する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

ＬＳＩと光トランシーバの接続構造を決定する。また、策定した設計基準に基づき既存ロジ

ックＬＳＩを搭載できる基板を設計・試作し、光ケーブルを用いたＬＳＩ搭載基板間光接続を

実現する。 

（ｃ）データセンタ間接続機器のシステム化技術開発 

低消費電力ＤＳＰ－ＬＳＩと小形集積型送受信光デバイスをモジュール化したデータセンタ

間接続用トランシーバの実現に向け、次の検討を行う。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

一次試作の光デバイスおよびＤＳＰ－ＬＳＩを用いたトランシーバを試作し、デバイス制御

動作を検証するとともに改良・完成度向上に向けた指針・フィードバック事項を抽出する。 

【最終目標】（平成２８年度末） 

抽出した技術課題を解決し、目標である小型、低消費電力を満たす１００Ｇｂｐｓデジタル

コヒーレント光トランシーバを実現する。 

（ｄ）企業間ネットワーク接続機器のシステム化技術開発 

シリコンフォトニクス技術を用いた集積光エレクトロニクスチップを開発し、企業間ネットワ
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ーク接続機器に適用する一芯双方向波長多重トランシーバを実現するための基盤システム化技

術を確立する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

シリコン光導波路による波長合分波器を用いて１．２５Ｇｂｐｓの一芯双方向光トランシー

バを実証する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

シリコン光導波路による双方向多重用合分波器と波長多重用合分波器を組み合わせて集積試

作し、一芯双方向波長多重動作をシリコンワンチップ上で実証するとともに、企業間ネットワ

ーク向け波長多重合分波器実用化のための要求課題を抽出し、解決の目処を得る。 

（ⅱ）国際標準化 

本プロジェクトでの開発成果の事業化に必要な各種インターフェースの標準化を獲得するため、次

のような標準化活動を実施する。 

【中間目標】（平成２６年度末） 

光インターコネクトに関する標準化団体（ＯＩＦ(Optical Internetworking Forum)、ＩＥＥ

Ｅ８０２．３（Next gen 100G Optical Ethernet Study Group））に参画し、「キーメンバーコ

ミュニティー」おけるプレゼンスを確立する。また、１００Ｇｂｐｓデジタルコヒーレント光ト

ランシーバに関する標準化を推進する。 

【最終目標】（平成２９年度末） 

本プロジェクトの成果である光実装部品における各種インターフェース等の標準化提案活動を行い、 
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未来開拓研究プロジェクト    

 経済産業省が実施している未来開拓研究プロジェクトは、中長期的観点の研究開発を優れた技術およ

び知見を有する国内外の企業、大学、公的機関などで構築した研究体制で推進することにより、我が国

が直面する環境・エネルギー問題及び少子高齢化問題等の構造的課題の克服、東日本大震災後の状況変

化を踏まえたエネルギー需給安定化並びに新興国の台頭により厳しさを増す我が国産業の成長に貢献

することを目標として実施されているものである。 

 本プロジェクト（「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」）は、２０１２年度（平

成２４年度）に未来開拓研究プロジェクトとして定められ、実施されている。 

 次ページ以降に未来開拓研究プロジェクトの実施要綱、および本プロジェクトが記載された基本方針

を示す。 
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（Ｃ）超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発事前評価報告 

書、総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価結果 
 

  次ページ以降に２０１１年度（平成２３年度）に、産業構造審議会産業技術分科会評価

小委員会にて実施された本プロジェクトの実施に係る事前評価書、および、総合科学技術会

議が実施する国家的に重要な研究開発の評価 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装シ

ステム技術開発」の評価結果を示す。この結果に基づき、事業の効率的かつ効果的な実施を

行っている。 
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